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- 1 - 

第Ⅰ章 総  則

Ⅰ－１ はじめに

この要領及び様式集は、技術的指針である札幌市公共測量作業規程（以下「作業規程」とい

う。）及び札幌市公共測量仕様書（以下「仕様書」という。）を補完し、測量業務の円滑な執

行を図る事を目的として、各測量作業における実務要領について示すものである。 

Ⅰ－２ 本市における主な測量の種類と目的

１． 基準点測量部門 

⑴ 公共基準点設置 ・・・・・・・札幌市公共基準点の設置又は維持管理 

⑵ 精密水準測量 ・・・・・・・・水準点並びにその他の定点における地盤沈下の監視 

⑶ 基準点及び水準測量 ・・・・・その他の測量で基準となる新点の設置 

⑷ 国土調査法に基づく地籍図根三角測量及び地籍図根多角測量  

２． 地形及び写真測量部門 

⑴ 地形（現地）測量 ・・・・・・工事等設計のための地形測量 

⑵ 空中写真測量 ・・・・・・・・広域の現況図を作成するための空中写真による図化 

３． 応用測量部門 

⑴ 路線測量 ・・・・・・・・・・長狭地の計画・設計又は維持管理等を目的とした測量 

⑵ 道路台帳整備測量 ・・・・・・道路の適正な管理のための台帳図作成 

⑶ 河川管理台帳整備測量 ・・・・河川の適正な管理のための台帳図作成 

⑷ 現況調査測量 ・・・・・・・・工事又は用地管理のための現況調査 

⑸ 用地調査測量 ・・・・・・・・工事又は管理のため、対象地域の境界に関する調査 

⑹ 用地確定測量 ・・・・・・・・工事又は管理を目的とした、対象地の境界確定 

⑺ 用地確定補足測量 ・・・・・・用地確定測量に付随する確定測量 

⑻ 用地境界杭設置測量 ・・・・・工事等の完了後に境界標を設置する測量 

⑼ 国土調査法に基づく地籍調査事業 

⑽ 本市が行う地図混乱地域解消のための地図整備事業 

４． 管理測量課が委託する測量業務については、一業務ごとに西暦（４ケタ）と次のコードを

組み合わせた測量台帳コードを定める。 （例：２０２０－７０１） 

なお、管理測量課以外が委託する場合においても、同様に定めることができる。 

⑴ 新認定関連 ・・・・・・・・・・ ００１ ～ ０９９ 

⑵ 道路事業関連 ・・・・・・・・・ １０１ ～ １９９ 

⑶ 街路事業関連 ・・・・・・・・・ ２０１ ～ ２９９ 

⑷ 未処理用地・不用地関連  ・・・・ ３０１ ～ ３９９ 

⑸ 河川事業関連 ・・・・・・・・・ ４０１ ～ ４９９ 

⑹ 公園緑化事業関連 ・・・・・・・ ５０１ ～ ５９９ 

⑺ 他部局関連 ・・・・・・・・・・ ６０１ ～ ６９９ 

⑻ 道路台帳関連 ・・・・・・・・・ ７０１ ～ ７９９ 

⑼ 地籍調査関連 ・・・・・・・・・ ８０１ ～ ８９９ 

⑽ 地図整備関連 ・・・・・・・・・ ９０１ ～ ９４９ 

⑾ その他の事業関連 ・・・・・・・ ９５１ ～ ９９９ 
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Ⅰ－３ 本市における測量の基準

本市が行う測量の基準は、測量法第 11 条に定める基準に従って行うものとし、測量作業に

おける位置は、公共測量作業規程第 2条に基づき、平面直角座標系に規定する世界測地系に

よる直角座標（Ｘ・Ｙ）及び平均海面からの高さ（Ｈ）で表示する。 

１． 本市が行う全ての測量作業は、国土交通省告示第九号（平成 14年 1月 10 日）で定める平

面直角座標系にもとづき、座標系原点を基準として行うものとする。 

  【札幌市が属する座標系】

座標系の区分 座 標 系 原 点 

名 称 記 号 経度（東経） 緯度（北緯） 

北海道中 Ⅻ 142°15’0”0000 44°0’0”0000 

２． 測量作業は、測量法第 11条に定める世界測地系に従って測定するものとする。 

３． 小規模の工事等を前提とし、基準点又は境界点との関連が生じない測量作業については、

近傍の恒久的な地物からの距離を基準として座標値とすることができる。 

４． 北海道におけるすべての三角点の標高は、平成２６年４月１日に国土地理院により改訂さ

れているので、取扱いについては 作業要領第Ⅱ章 基準点測量（基準点測量）を参照するこ

と。 

Ⅰ－４ 業務着手時の留意点

１． 着手時の提出書類は札幌市財政局契約管理課 HP 入札情報サービスの共通ファイルダウン

ロードを参照し、提出すること。 

２． 受託者は、すみやかに使用する観測機器類を定め、測量業務計画書に記載するものとし、

業務完了まで同一機種で観測するものとするが、やむを得ず機器を変更する場合は、事前に

担当職員に報告すること。 

Ⅰ－５ 工程管理

１． 業務日程表に対して著しく進捗、又は停滞している作業については、業務月報提出時以外

に、随時担当職員に報告すること。 

２． 完了日の約２週間前までには、現場状況・成果のまとめ等、業務完了の見通しについて担

当職員と打ち合わせること。 

Ⅰ－６ 安全対策

１． 受託者は、測量業務に関る事故・災害への対策について、社内研修等により安全管理意識

を自覚させるとともに、現場固有の条件（危険箇所）についても確認し、作業員全員で共有

するものとする。 

２． 公安委員会が認定する検定合格警備員の配置を必要とする路線で測量業務を行う場合は、

仕様書の定めに従って「交通誘導警備員」を適切に配置すること。 

Ⅰ－７ 環境への配慮

１． 作業中は車両のエンジンを止め、無駄なアイドリングを控えるとともに、騒音の原因とな

る行為を慎むこと。 

２． 標杭等の埋戻しは、発生土を使用することを標準とするが、担当職員の指示により異なる

材料を使用する場合は、土壌又は地下水の汚染を防止するため、法令に定める条件に適した

材料を使用すること。 

３． 作業中に限らず、ゴミ・空き缶・タバコの吸い殻等を捨てる行為は一切禁止する。 
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４． 日々の作業を終え現場を離れる場合は、資材や工具、廃材等が残っていないか点検するこ

と。 

５． 紙類での納品を減らすために不要なコピーを控え、電子化に努めること。 

６． 成果物を納めるファイル・文書整理箱は、環境負荷の少ないリサイクル可能な製品を使用

するよう努めること。 

Ⅰ－８ 地域住民等への配慮

１． 作業車輌の駐車場所や休憩場所及び公衆用トイレの場所等について、事前に現場周辺の状

況を確認し、予め定めておくこと。 

２． 観測のために必要な立ち入りであっても、関係者には必ずひと声かけて、作業スペース等

に配慮すること。 

３． 観測や設置作業の障害となる庭木、又は駐車車輌等の取り扱いについては、慎重かつ丁寧

に対応すること。 

Ⅰ－９ 産業廃棄物の処理

１． 業務で発生した産業廃棄物については「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を順守し、

これを適正に処理すること。 

２． 産業廃棄物の処理および運搬について、許可業者へ委託する場合は、産業廃棄物管理票（マ

ニュフェスト）により管理すること。 

３． 産業廃棄物を運搬する場合には、その車両に産業廃棄物収集運搬車両であることを表示す

ること。 

注）札幌市環境局ホームページ「産業廃棄物ガイド」及び北海道産業廃棄物協会のホームページを参照 

 札幌市環境局ホームページ「産業廃棄物ガイド」 

http://www.city.sapporo.jp/seiso/jigyousyo/sanhai_guide.html 

  北海道産業廃棄物協会ホームページ 

  http://www.sanpai.or.jp/ 

Ⅰ－１０ セキュリティ対策

１． 受託者は、個人情報保護に関する法令又は仕様書の定めに従って、業務上知り得た（収集

した）情報の漏えい等に関する対策を講じるとともに、情報管理及びセキュリティ対策に

関する管理体制を定め、具体的内容について「測量業務計画書」に記載するものとする。 

２． 人的セキュリティ対策 

⑴ 受託者は、情報管理の責務を明確化して管理意識の徹底を図るとともに、個人情報を含む資料等の

盗難、紛失、漏洩を防止するよう努めること。 

⑵ 作業中及び執務室におけるセキュリティ環境を点検し、資料及びパソコン等の管理を徹底すること。 

⑶ 個人情報に関する業務の一部を第三者へ再委託する場合は、委託先として適切な業者であるか事前

に確認して行うこととし、原稿又はデータ等の受渡しは、受託者又は再委託先の責任において厳重

に管理のうえ行うこととする。 
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３． 情報セキュリティ対策 

⑴ 業務で使用するパソコンは、パスワード等で保護するとともに、定期的にウィルスチェックを行い、

個人情報を含むデータファイルの共有を避けること。 

また、外部機器等を接続する場合は、適宜ウィルスチェックを施すこと。 

⑵ メール等により個人情報を含む資料を交換する場合は、送受信者が正しく設定されているか、また、

メールアドレス等が適切に入力されているか確認すること。 

Ⅰ－１１品質管理

１． 主任技術者及び社内検査員は、成果物について点検・調整することとする。 

なお社内検査については、測量業務計画書に定めた者が責任をもって実施すること。 

Ⅰ－１２ 成果物の形式・品質

１． 成果物（書類・図面等）の形式及び品質は、作業規程及び仕様書【付録】空間データ 製

品仕様書 に基づいて編集することを標準とする。 

ただし、製品仕様書を個別に作成する場合は、成果物の形式及び品質について担当職員

と協議すること。 

２． 各成果物の形式については、作業要領第Ⅸ章成果の編集Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集 

のファイル形式を参照すること。

Ⅰ－１３ 成果物のまとめ

１． 成果物（書類・図面等）のまとめ方については、作業要領第Ⅸ章成果の編集 を参照する

こと。 

２． 成果物とは、測量業務で設置した標識類、作成した書類及び図面、並びに収集した資料、

又は、それらの情報を格納した電子記録媒体、境界等に関る確認書類一式を言い、担当

職員の指示がある場合、直ちに納品できるよう、文書整理箱にまとめておくものとする。 

Ⅰ－１４ 業務完了時のまとめ

１． 受託者は、業務完了までにすべての成果物を作成し、所定の点検並びに社内検査を終え、

担当職員の確認を得なければならない。 

２． 現場状態については、標識類の設置及び後片付けを終え、完了検査を受けられる状態と

なっていること。 

Ⅰ－１５ 完了検査の心得

１． 完了検査を受検する成果物については、業務の流れに沿って分類・整理すること。 

２． 完了検査の受検体制については主任技術者が対応するものとし、補助員として検査員の

求める説明並びに指示する作業について対応できる技術者を同行させること。 

３． 検査に必要な資料及び観測機器等を準備し、検査員の指示に従って説明及び測定を行う

こと。 

４.  現場条件によっては、基準点及び境界点に目印となる見出し杭を設置しておくこと。 
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第Ⅱ章 基準点測量（基準点測量）

Ⅱ－１ 作業の計画

１． 本測量は、作業規程 第２編 第２章 基準点測量、及び仕様書第Ⅱ章 基準点測量（基準

点測量）に定める規定に従って行うこと。 

２． 国土調査法に基づく地籍図根三角測量及び地籍図根多角測量についても、本規定を準用

する。（関係法令：国土調査法 第 34 条、国土調査法施行令 第 2条） 

３． 設計図書で指示がある場合を除き、作業規程 第 22 条 に定める既知点間及び新点間の距

離制限を遵守し、最も効率的かつ経済的な等級の組合せで、既知点の選択並びに新点の選

点作業を行うこと。 

４． 市内に設置されている基準点等 

⑴ 国が設置した基準点 

① 電子基準点

② 一～四等三角点

⑵ 国が設置し、市が管理する街区基準点 

① 街区三角点

② 街区多角点

③ 上記①②以外の補助点・節点

⑶ 本市が設置した基準点 

① 公共基準点

② 地図整備及び地籍調査事業において設置した図根点

③ 本市の測量において設置した基準点

⑷ その他の機関が設置した基準点 

① 法務局が設置した基準点 

② 区画整理、又は他の測量で設置した基準点 

５．公共基準点・街区基準点の使用手続き 

【札幌市公共基準点】

⑴委託者は、公共基準点の使用にあたり、「札幌市公共基準点の管理に関する要綱」に基づい

て、注)｢公共基準点使用承認申請書｣（様式 6） 及び 注)｢公共基準点使用承認書｣（様式 7）

及び注)｢公共基準点使用通知書｣（様式 8）をあわせて提出し、管理者（札幌市建設局土木部

管理測量課）の承認を得てから使用すること。 

⑵公共基準点使用後、委託者は注)｢公共基準点使用報告書」(様式 9)を管理者へ提出すること｡

添付書類として、経路図、網図、観測図等の測量を行った箇所がわかる図面、点検計算書、

精度管理表等の使用結果として精度のわかるものを添付すること。 

【街区基準点（街区三角点・街区多角点）】

⑴委託者は、街区基準点の使用にあたり、「札幌市街区基準点管理保全要綱」に基づいて、注)

｢街区基準点使用承認申請書」（様式 10）を提出し、管理者（札幌市建設局土木部管理測量

課）の承認を得てから使用すること。 

⑵点の記等の成果は、国土地理院北海道地方測量部より交付を受けること。 

⑶街区基準点使用後、委託者は注)｢街区基準点使用報告書」（様式 11）を管理者へ提出するこ

と｡添付書類として、経路図、網図、観測図等の測量を行った箇所がわかる図面、点検計

算書、精度管理表等の使用結果として精度のわかるものを添付すること。 
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６． 北海道における三角点の標高成果は、平成２６年４月１日に国土地理院により改定され

ているので、未改定の公共基準点等と三角点を結合する基準点測量を行う場合は、標高補

正の必要性について充分に検討し、担当職員と協議すること。 

また、標高補正を行う場合は、国土地理院の「公共測量成果改定マニュアル」に従って補正

すること。 

７． 本市の地形や市街地条件、及び測量の目的を考慮して平均計画図を作成し、選点に際し

ては、測点間の前後視通や上空視界の確保に注意し、できるだけ節点・補助点が生じない

よう、合理的な選点を行うこと。 

８． 「平均図」（様式 13）は既知点、新点、及び観測経路、又は個々のセッションの形状につ

いて、地図情報レベル 2500 から 5000 程度の地形図を標準とし作成すること。 

９． 作成した平均図は、担当職員の承認を得ること。 

※ 平均図は、次の項目について総合的に判断し、承認する。 

① 適正な既知点間及び新点間距離 

② 配点密度・バランス 

③ 新点の保全性 

④ 前後視通・上空視界 

⑤ 交通量（車・人） 

⑥ 後続作業での利便性 

⑦ その他観測の障害となる地形条件等 

Ⅱ－２ 作業の方法

１． 観測機器及び作業員が、人や車の往来の妨げとなる場合は、警備や誘導に当る人員を配

置すること。 

２． 基準点を設置する際は私有地を避け、道路用地・その他の市有地等に設置することを原

則とし、ロードヒーティングやインターロッキングブロック等の施設を傷めないよう注意す

るとともに、現場条件に配慮して設置すること。 

３． 本市における下位（３・４級）の基準点測量では、新点に木杭(6 ㎝×6㎝×60 ㎝)、プラ

スチック杭(6㎝×6㎝×60 ㎝)、タック等の十字鋲を使用することを標準とし、山林・原野

では腐食等の経年劣化について考慮するとともに、必要に応じて見出し杭・リボンテープ等

で目印を設置すること。 

４． 新点に永久標を設置する場合は、以下のとおり設置することとし、「基準点成果表及び点

の記」（様式 2～4）を作成すること。 

① 札幌市基準点を設置する場合は、仕様書 図－３・図－４・図－６・図－７・図－

８のとおり設置すること。 

注）札幌市 管理測量課ＨＰより、街区基準点の申請書類（Ｗｏｒｄ版又は

ＰＤＦ版）をダウンロード可能 

（http://www.city.sapporo.jp/doboku/sokuryo/index.html） 
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② 札幌市公共基準点を設置する場合は、仕様書図－１・図－２・図－５のとおり設置

すること。 

③ 札幌市図根点を復旧する場合は、仕様書 図－１０～１３のとおり設置すること。 

５． 永久標識にＩＣタグを取り付ける場合は、記録する情報について担当職員の確認を得る

こと。 

なお、記録する情報としては、次のものを標準とする。 

⑴ 測量計画機関（委託者名） 

⑵ 測量作業機関（受託者名） 

⑶ 基準点の等級・番号・成果等 

⑷ 本市の測量コード番号 

⑸ 設置年月日 

６． １～２級基準点測量は、原則として、結合多角方式により行う。 

また３～４級基準点測量は、結合多角方式、又は単路線方式により行う。 

ただし、この測量で公共基準点の設置・改測を行う場合は、結合多角方式で行うものと

する。 

７． 観測は、作業規程 第 34 条、第 35条に基づいたＴＳ等及びＧＮＳＳ測量機を用いて行う

ものとする。 

８． 本市におけるＧＮＳＳ観測の方法は、下記に定める。 

⑴ １～２級基準点測量を行う場合は、干渉測位方式とし、観測方式はスタティック法の

みとし、３～４級基準点測量を行う場合は、干渉測位方式とし、観測方式はスタティ

ック法又は短縮スタティック法を標準とする。ただし、ＲＴＫ法又はネットワーク型

ＲＴＫ法による観測を行う場合は、担当職員に報告すること。 

⑵ 本測量をＧＮＳＳ観測で行う場合において、衛星配置の不良や電波障害等の影響によ

り、所定の精度が得られない場合は、直ちにＴＳによる観測に切り替えるなど、常に

精度の確保に努めるものとし、やむを得ず観測方法を変更した場合は、直ちに担当職

員に報告すること。 

９． 各基準点に付す記号・番号は、作業要領第Ⅸ章成果の編集 表－１に従って定めること。 

Ⅱ－３ 計算

１． ＴＳ等による基準面上の距離の計算は、楕円体高を用いること。 

ただし、３級及び４級基準点測量においては、楕円体高に代えて標高を用いることができ

る。 

この場合において経緯度計算を省略することができる。 

２． 市域内において、楕円体高を求めるために必要なジオイド高は、国土地理院が提供する

ジオイドモデルから求めることとする。 

計算は、次に定める桁まで算出する。 

項目 直角座標※ 経緯度 標高 ジオイド高 角度 辺長 

単位 ｍ 秒 ｍ ｍ 秒 ｍ 

位 0.001 0.0001 0.001 0.001 1 0.001 

備考
※ 平面直角座標系に規定する世界測地系に従う直角座標 

※ TS で観測を行った標高の計算は、0.01 メートル位までとすることができる。 
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３．ＧＮＳＳ観測における基線解析では、次の各号により実施することを標準とする。

⑴ 計算結果の表示単位は、次表のとおりとする。 

区分 

項目 
基線ベクトル成分 

単位 ｍ 

位 0.001 

  ⑵ ＧＮＳＳ衛星の軌道情報は、放送暦を標準とする。 

  ⑶ スタティック法及び短縮スタティック法による基線解析では、原則としてＰＣＶ補正

を行うものとする。 

  ⑷ 気象要素の補正は、標準的な気象情報の値を用いて行うこととする。 

  ⑸ 基線解析は、基線長が 10キロメートル以上の場合は２周波で行うものとし、基線長

が 10キロメートル未満の場合は１周波又は２周波で行うものとする。 

  ⑹ 基線解析の固定点の経度と緯度は、成果表の値（以下「元期
が ん き

座標」という。）又は国

土地理院が提供する地殻変動補正パラメータを使用してセミ・ダイナミック補正を行っ

た値（以下「今期
こ ん き

座標」という。）とする。なお、セミ・ダイナミック補正に使用する地

殻変動補正パラメータは、測量の実施時期に対応したものを使用するものとする。以後

の基線解析は、固定点の経度と緯度を用いて求められた経度と緯度を順次入力するもの

とする。 

  ⑺ 基線解析の固定点の楕円体高は、成果表の標高とジオイド高から求めた値とし、元期
が ん き

座標又は今期
こ ん き

座標とする。ただし、固定点が電子基準点の場合は、成果表の楕円体高

（元期
が ん き

座標）又は今期
こ ん き

座標とする。以後の基線解析は、固定点の楕円体高を用いて求め 

られた楕円体高を順次入力するものとする。 

  ⑻ 基線解析に使用するＧＮＳＳの高度角は、観測時に設定した受信高度角とする。 

４． 点検計算は、観測終了後適宜行い、作業規程 第 42 条 に基づいて良否を判定するもの 

であるが、本市における測量の目的と地域によっては、総合的に「国土調査法施行令 別 

表第四」に定める「甲１」に相当する精度区分で判断することが求められることから、 

等級に関らず独自の許容範囲について、次表のとおり定める。 

また、点検計算は観測終了後に行い、次表の許容範囲を超えた場合は、再測を行うか又

は担当職員の指示により適切な措置を講ずること。 

【ＴＳ等観測の許容範囲】 

区分

項目 
１級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量 

結合多

角・単

路線 

水平位置の閉合差 30mm＋10mm√�∑S 30mm＋10mm√�∑S 35mm＋15mm√�∑S 40mm＋20mm√�∑S

標高の閉合差 200mm＋50mm∑S／√� 200mm＋50mm∑S／√� 200mm＋100mm∑S／√� 200mm＋150mm∑S／√�

単位多

角形 

水平位置の閉合差 10mm√�∑S 15mm√�∑S 25mm√�∑S 50mm√�∑S

標高の閉合差 50mm∑S／√� 100mm∑S／√� 150mm∑S／√� 300mm･∑S／√�

標高差の正反較差 300mm 200mm 150mm 100mm

備考 Ｎは辺数、ΣＳは路線長（㎞単位）とする。 
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【ＧＮＳＳ観測の許容範囲】 

区   分 
許 容 範 囲 

備   考 
水平(⊿N･⊿E) 高さ(⊿U)

基線ベクトルの環閉合差 20 ㎜･  √� 30 ㎜･ √� N：辺数 
⊿N：水平面の南北方向の閉合差 
⊿E：水平面の東西方向の閉合差 
⊿U：高さ方向の閉合差 

重複する基線ベクトルの較差 20 ㎜ 30 ㎜ 

【電子基準点のみを既知点としたＧＮＳＳ観測の許容範囲】 

区   分 
許 容 範 囲 

備   考 
水平(⊿N･⊿E) 高さ（⊿U） 

結合多角又は単路線 60 ㎜＋20 ㎜･ √� 150 ㎜＋30 ㎜･√�
N：辺数 

⊿N：水平面の南北方向の閉合差 
⊿E：水平面の東西方向の閉合差 
⊿U：高さ方向の閉合差 

５．平均計算は次に定める方法により行うものとする。 

項  目 
ＴＳ等観測 ＧＮＳＳ観測 

１・２級基準点測量 ３・４級基準点測量 １～４級基準点測量 

水平位置 厳密水平網平均計算 
厳密水平網平均計算又は
簡易水平網平均計算 

三次元網平均計算 

標  高 厳密高低網平均計算 
厳密高低網平均計算又は
簡易高低網平均計算 

６．平均計算による誤差の許容範囲は、作業規程 第 43 条 のとおりとし、許容範囲を超えた

ものについては担当職員に報告し、指示をうけること。 

７．平均計算に基づく成果で、「成果表」（様式 27）を作成すること。 

８．以上の結果をまとめ、「精度管理表」（様式 39）を作成するものとする｡ 

Ⅱ－４ 既設基準点の点検測量（検測）

この測量は、本市又は他の機関が、公共測量又は公共測量と同等以上の精度を有する測量で

設置した３～４級基準点について、新たな測量の与点として使用するにあたり、既設基準点の

精度を確認して使用可能な状態であるか判定することを目的とするものである｡ 

また、この測量を「検測」という。 

１． この測量の観測方法は、作業規程 第 37 条 に準じて行うものとする｡ 

２． 過年度に設置された基準点を用いて観測を行う場合は、事前に既設基準点の精度を確認

し、担当職員に報告の上、承諾を得ること。ただし、使用できる基準点は、本市の測量業

務において設置し、かつ同等以上の精度を有することが確認できる基準点を原則とし、そ

れ以外のものを使用する必要がある場合は担当職員と協議することとする。 



札幌市公共測量作業要領 第Ⅱ章 基準点測量 

- 10 - 

３． この測量における各平均計算の許容範囲は、本市の市街地状況や高精度を要する登記事 

務を勘案し、作業規程とは別に次表のとおり定める。 

また、使用を予定していた既設基準点が、計算の結果許容範囲を超えた場合は、担当職

員と協議し、その後の作業方法等について指示を受けるものとする｡ 

４．検測の結果について、精度管理図（検測図）にまとめること。

Ⅱ－５ 基準点の復旧測量

１．復旧測量は、次の基準点について行う。 

⑴ 札幌市公共基準点 

⑵ 街区基準点（街区三角点・街区多角点） 

⑶ 地籍調査・地図整備・区画整理等で設置した基準点（図根点） 

⑷ 本市以外の機関が所管する基準点で、本市の工事等により影響を受けるもの 

２．復旧測量は、「再設」「移転」「改測」又は「改算」により行うこととし、各作業の方法に

ついては、作業規程 第５章 復旧測量 に準じて行うものとする｡ 

３．基準点（永久標識）の移転を目的とする測量の場合は、事前に移転先について担当職員の

了解を得ること。 

４．観測の結果、既知成果と異なり周辺地域との位置関係に適合していないことが判明した場

合は、担当職員に報告するとともに、精度劣化の原因、変位の状況等についてまとめるこ

と。 

また、改測の結果、現時点で成果を修正する必要がないと判断した場合は、現成果のまま

とし、将来的に改測等が必要となる時期について協議するものとする。 

５．改測の結果、基準点の移転等が必要と判断した場合は、その後の作業について担当職員の

指示を得ること。 

角度の差 既設基準点間の距離の差

50” 15 ㎜+1 ㎜�Ｓ

【許容範囲】ＴＳ等観測の場合 
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第Ⅲ章 基準点測量（水準測量）

Ⅲ－１ レベル等による水準測量

１．作業の計画

⑴ 本測量は、作業規程 第２編 第３章 レベル等による水準測量を準用する。 

ただし、河川・湖沼等により、既知点間を水準路線で直接結ぶことができない場合は、担

当職員に報告の上、次の方法について指示を得ること。 

① 連結可能な既知点に変更する。 

② 水準路線の一部、又は全部を、「渡海(河)水準測量」に変更する。 

⑵１級水準測量 

 この測量で使用する既知点は、一等水準点、標高の改定を行った電子基準点、公共測量

で設置した１級水準点とする。 

⑶２級水準測量 

 この測量で使用する既知点は、一～二等水準点、標高の改定を行った電子基準点、公共

測量で設置した１～２級水準点とする。 

⑷ ３級水準測量 

 この測量で使用する既知点は、一～三等水準点、標高の改定を行った電子基準点、公共測量で設置

した１～３級水準点とする。

⑸ ４級及び簡易水準測量 

 この測量で使用する既知点は、一～三等水準点、標高の改定を行った電子基準点、公共

測量で設置した１～４級水準点とする。 

⑹ 市内に設置されている水準点等 

①  国が設置した水準点 

・ 一等水準点・・・・・・・・・・・・全ての水準測量で使用できる。

・ 二等水準点・・・・・・・・・・・・２級以下の水準測量で使用できる。 

・ 三等水準点・・・・・・・・・・・・３級以下の水準測量で使用できる。 

・ 標高改定が行われた電子基準点・・・全ての水準測量で使用できる。 

・ 公共測量（河川測量）で設置された水準基標

・・・・３級水準点に相当し、３級以下の水準測量で使用できる。 

②  本市の測量において設置した水準点・仮ＢＭ

・・・・水準点の等級に応じた同級以下の水準測量で使用できる。 

ただし、国土地理院に届けられた水準点以外の水準点は、設 

置の目的及び精度を確認し、担当職員の承諾のうえ使用する 

ことができる。 

③  その他の機関が設置した水準点・仮ＢＭ

・・・・国土地理院に届けられた水準点のみ、等級に応じた下位の水

準測量で使用できる。 
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⑺ 選点にあたっては、車両の振動や工事の影響がなく、長期に渡って地盤変動が起こらない

場所を選点すること。 

また、設置した水準点が工事等の影響で破損する恐れがある場合は、保護杭等で防護す

ること。 

⑻ 設計図書で指示がある場合を除き、作業規程 第 48 条 に定める既知点間の路線長の制限を

遵守し、最も効率的かつ経済的な既知点及び路線の選択を行うこと。

⑼ 本市の地形や市街地条件並びに測量の目的を考慮して平均計画図を作成し、選点に際して

は測点間の前後視通等に注意すること。 

⑽ 「平均図」（様式 13）は、既知点、新点、及び観測経路について地図情報レベル 2500 から

5000 程度の地形図で作製することを標準とし作成すること。 

⑾ 作成した平均図は、担当職員の承認を得ること。 

※ 平均図は、次の項目について総合的に判断し、承認する。 

① 適正な既知点間距離 

② 既知点の高低差・経路の傾斜 

③ 新点の保全性 

④ 前後視通 

⑤ 交通量による振動の影響 

⑥ 後続作業での利便性 

⑦ その他観測の障害となる地形条件等 

２．作業の方法

⑴ 観測は、作業規程 第64条に基づいて行うものとする。 

⑵ 観測方法は、作業規程 第 62 条 に定めるレベル、標尺（箱尺）を用いた、直接水準測量で

行うものとするが、河川・湖沼等により、既知点間を水準路線で直接結ぶことができない場

合は、担当職員の承諾のうえ、同条に定めるセオドライト、トータルステーション、測距儀

を用いた、渡海(河)水準測量により連結するものとする。 

⑶ 渡海(河)水準測量は、作業規程 第 64 条 第 3 項「交互法」の規定に従って行うものとし、

作業日・観測時間帯について担当職員と協議すること。 

また、固定標識（ターゲット）を設置する場所が第三者の所有、又は管理する土地である 

場合は、事前に関係権利者の承諾を得ること。 

⑷ 各種工事、計画等に必要な水準点（仮ＢＭを含む）は、工事の影響がなく堅固な場所に設

置するものとするが、位置の選定にあたっては、担当職員と協議すること｡ 

⑸ 新点に永久標識を設置する場合は、仕様書 図－９ のとおり設置することとし、「水準点の

記」（様式 5）を作成すること。また、標示杭、金属標を設置する場合は、仕様書 図－５、

－７ に準ずるものとする｡ 

⑹ 新点に永久標識を設置した場合は、最寄りの基準点より水平位置の座標値を求め、成果表、

及び水準点の記に記載するものとする。 

ただし業務内容に基準点測量を含まない場合は、ネットワーク型ＲＴＫ法の単点観測等に

より座標値を求めることができる。 

⑺ 永久標識にＩＣタグを取り付ける場合は、記録する情報について担当職員の確認を得ること。 

なお記録する情報としては、次のものを標準とする。 
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①  測量計画機関（委託者名） 

②  測量作業機関（受託者名） 

③  水準点の等級・番号・成果等 

④  本市の測量コード番号 

⑤  設置年月日 

３．計算

⑴ １～４級水準測量の観測において、往復観測値の較差が、作業規程 第65条 に定める次表の許容範囲

を超えたものについては、再測を行うこと。

【往復観測値の較差の許容範囲】 

区 分
項 目 

１級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 ４級水準測量 

往復観測値の較差 2.5 ㎜ Ｓ 5 ㎜ Ｓ 10 ㎜ Ｓ 20 ㎜ Ｓ 

Ｓ：観測距離（片道、㎞単位） 

⑵ 点検計算は、観測終了後適宜行い、作業規程 第69条 に基づいて良否を判定するものとする。 

ただし、作業規程 第 69 条 に定める次表の許容範囲を超えたものについては、再測を行うか本

市担当職員の指示により適切な措置を講ずること。 

【点検計算の許容範囲】 

区 分
項 目 

1 級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 4 級水準測量 簡易水準測量 

環 閉 合 差 2 ㎜ Ｓ 5 ㎜ Ｓ 10 ㎜ Ｓ 20 ㎜ Ｓ 40 ㎜ Ｓ 

既知点から既知 

点までの閉合差 
15 ㎜ Ｓ 15 ㎜ Ｓ １5 ㎜ Ｓ 25 ㎜ Ｓ 50 ㎜ Ｓ 

Ｓ：観測距離（片道、㎞単位） 

⑶ 平均計算による誤差の許容範囲は、作業規程 第70条 に定める次表の許容範囲を超えたものについて

は担当職員に報告し、指示をうけること。 

【平均計算の許容範囲】 

区 分
項 目 

1 級水準測量 ２級水準測量 ３級水準測量 4 級水準測量 簡易水準測量

単位重量当たりの

観測の標準偏差 
2 ㎜ 5 ㎜ 10 ㎜ 20 ㎜ 40 ㎜ 

⑷ 地盤沈下調査を目的とする水準測量において、変動量補正計算を行う場合は、担当職員と協議の上、

作業規程 第67条 第2項に従い、基準日を設けて行うものとする。 

⑸  水準点・仮ＢＭに付す記号・番号は、作業要領第Ⅸ章 成果の編集 表－１に従って設定すること。 

４．水準点の復旧測量

⑴ 復旧測量は、次の水準点について行う。 

①  本市が設置した水準点 

②  仮ＢＭのうち、事業等の完了まで保全する必要があるもの 
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③ 本市以外の機関が所管する水準点で、本市の工事等により影響を受けるもの 

⑵ 復旧測量は、「再設」「移転」又は「改測」により行うこととし、各作業の方法については、

作業規程 第５章 復旧測量 に準じて行うものとする｡ 

⑶ 水準点（永久標識）の移転を目的とする測量の場合は、事前に移転先について担当職員の

了解を得ること。 

⑷ 観測の結果、既知成果と異なり周辺地域との位置関係に適合していないことが判明した場

合は、担当職員に報告するとともに、その後の作業について指示を得ること。 

⑸ 復旧測量は、復元測量（引照復元測量）で行ってはならない。 

Ⅲ－2 ＧＮＳＳ測量機による水準測量

１．「ＧＮＳＳ測量機による水準測量」とは、既知点に基づき、ＧＮＳＳ測量機を用いて、新

設する水準点の標高を定める作業をいう。 

２．本測量は、作業規程 第２編 第 4章 GNSS 測量機による水準測量で定める規定に従って行

うこと。
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第Ⅳ章 地形測量及び写真測量

Ⅳ－１ 現地測量

１．作業の計画

⑴． 地形測量を単独で実施する場合で、観測に必要な基準点の設置については、作業規程 第

３編 第２章 現地測量、及び 仕様書第Ⅱ章基準点測量（基準点測量）並びに 作業要領第Ⅱ

章基準点測量（基準点測量）の規定を準用する。 

ただし、同一業務に基準点測量を含み、設置された基準点から地形測量の観測が可能であ

る場合は、この限りでない。 

⑵． 現地測量とは、つぎの各項に定める測量を標準とする。 

① ＴＳ等を用いる方法による現地測量 

② キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による現地測量（工程別

作業区分のうち細部測量のみ） 

※②については事前に担当職員の承諾を得ること  

⑶． 本市における測量業務で作成する図面は、地図情報レベル 500 を標準とする。 

２．作業の方法

⑴． ＴＳ等を用いる方法による細部測量  

① この測量は、作業規程 第 116～ 118 条、第 121～122 条 に基づいて行うものとする。 

② ＴＳ等を用いた観測では、プリズムによる直接観測を原則とするが、次の場合におい

て、やむを得ずノンプリズムによる測定を行う場合は、事前に担当職員へ報告を行うこ

と。 

・ 第三者の土地で、立入りの許可が得られない場合 

・ 崖地等、崩落又は転落の恐れがある地形 

・ ミラーを設置することができない高所又は低所等 

・ 災害調査等、ミラーを設置する補助員の安全が確保できない場合 

・ 観測のため作業員が立入ることにより、二次災害が発生する恐れがある場合 

・ その他、明らかにミラーを設置することが困難又は危険である場合 

⑵． キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法を用いる方法による細部測量 

① 上記１で設置した基準点から、細部測量を実施する場合に使用することができる。 

② この測量は、作業規程 第 119～ 120 条、第 123～124 条 に基づいて行うものとする。 

⑶． ＴＳ点（ＧＮＳＳ観測により設置する基準点を含む）が必要な場合は、精度維持の観点

から、地形上必要最低限とし、作業規程 第 117 条 に定める次表の基準により精度管理する

こと。 

【ＴＳ点の精度】                 ※ 作業規程 第 117 条 

⑷． 標高点の記入方法は、作業規程 第３編 第２章 第４節 細部測量 の各項で定めるとおり

であるが、図中に記入する必要性の有無については、担当職員と協議すること。 

精 度 

地図情報レベル（縮尺） 

水平位置 

（標準偏差） 

標  高 

（標準偏差） 

５００（ 1／500 ） 

１０００（1／1,000） 

２５００（1／2,500） 

0.1m 以内 

0.1m 以内 

0.2m 以内 

0.1m 以内 

0.1m 以内 

0.2m 以内 
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⑸． 地形情報については、担当職員と協議のうえ測量業務の目的に応じて、等高線による図

形情報、又は測点の座標・標高による数値情報のいずれかで作成するものとする。 

⑹． 成果の編集 

① 地図の一部又は全部を、他の信頼できる測量成果より取得する場合は、同等以上の地

図情報レベルを有する成果を使用すること。 

② 地図の編集作業において、電子基準点及び三角点については真位置に描画するものと

し、本市における公共基準点・街区基準点等についても同様に、転移してはならない。 

③ 図中の基準点等に記号・番号を付す場合は、作業要領第Ⅸ章成果の編集 表－１に従っ

て定めること。 

④ 地形・地物等の記号は、作業規程 付録７ 公共測量標準図式 及び作業要領第Ⅸ章成果

の編集 図－25・図－26 に定める記号を使用すること。 

３．地図編集

本市が行う測量において、既存の地図や測量成果を基に所定の地図を作成する場合は、作業

規程第３編第１１章地図編集の規定を準用して作成するものとする。 

⑴  地図は、各事業の目的に応じて必要な情報を正確に描画することが重要であるので、信   

頼できる最新の資料及び測量成果に基づいて作成するものとする。 

⑵  本市における測量業務で作成する図面は、地図情報レベル 500 を標準とする。 

⑶  編集作業の中間工程において、次の事項について担当職員の確認を得ること。 

① 図郭寸法の適否 

② 図式適用の良否 

③ 総描、転位の良否 

④ 誤描、脱落の有無 

⑤ 隣接図葉、隣接工区、区域外縁との接合の良否 

⑷ 編集作業の最終工程において、次の事項について担当職員の確認を得ること。 

① 図郭寸法等の精度 

② 文字、記号等の位置 

③ ＣＡＤで作成した場合は、ブラウザでの表示状態 

【異なる図面、工区の注意点】

工区１ 工区２

※ 図葉間での整合性についてチェック 

① 筆界線、中心線等が一致しているか 

② 建物等の図形が切れ目なく、閉鎖図形になっているか 

③ 地形図の場合は、等高線や基準点が一致するか 
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Ⅳ－２ 地上レーザ測量

１． 本市が行う「地上レーザ測量」とは、地上レーザスキャナを用いて地形、地物等を観測

し、数値地形図データを作成する作業をいう。 

２．本測量は、作業規程第３編第３章地上レーザ測量で定める規定に従って行うこと。 

Ⅳ－３ 車載写真レーザ測量

１． 本市が行う「車載写真レーザ測量」とは、車両に自車位置姿勢データ取得装置及び数値

図化用データ取得装置を搭載した計測・解析システムを用いて道路及びその周辺の地形、

地物等を測定し、取得したデータから数値図化機及び図形編集装置により数値地形図デー

タを作成する作業をいう。 

２. 本測量は、作業規程第３編第４章車載写真レーザ測量で定める規定に従って行うこと。 

Ⅳ－４ UAV写真測量

１． 本市が行う「ＵＡＶ写真測量」とは、無人航空機により地形、地物等を撮影し、その数

値写真を用いて数値地形図データを作成する作業をいう。 

２.  本測量は、作業規程第３編第５章 UAV 写真測量で定める規定に従って行うこと。 

Ⅳ－５ 空中写真測量

１． 本市が行う「空中写真測量」とは、空中写真を用いて数値地形図データを作成する作業

をいう。 

２. 本測量は、作業規程第３編第６章空中写真測量で定める規定に従って行うこと。 

Ⅳ－６ 航空レーザ測量

１． 本市が行う「航空レーザ測量」とは、航空レーザ測量システムを用いて地形を測量し、

数値地形図データファイルを作成する作業をいう。 

２. 本測量は、作業規程第３編第１０章航空レーザ測量で定める規定に従って行うこと 
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第Ⅴ章 三次元点群測量

Ⅴ－１三次元点群測量とは

１．「三次元点群測量」とは、応用測量等に用いる三次元点群データを作成する作業をいう。 

２．「三次元点群データ」とは、地形を表す三次元の座標データ及びその内容を表す属性デー

タを、計算処理が可能な形態で表現したものをいう。 

Ⅴ－２ 地上レーザ点群測量

１．「地上レーザ点群測量」とは、地上レーザスキャナを用いて地形、地物等を観測し、三次

元点群データを作成する作業をいう。 

２．本測量は、作業規程第４編第２章地上レーザ点群測量で定める規定に従って行うこと。

Ⅴ－３ ＵＡＶ写真点群測量

１．「ＵＡＶ写真点群測量」とは、ＵＡＶにより地形、地物等を撮影し、その数値写真を用い

て三次元点群データを作成する作業をいう。 

２．ＵＡＶ写真点群測量は、裸地等の対象物の認識が可能な区域に適用することを標準とす

る。 

３．本測量は、作業規程第４編第３章ＵＡＶ写真点群測量で定める規定に従って行うこと。
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第Ⅵ章 応用測量（路線測量）

Ⅵ－１ 路線測量とは

１． 本市が行う「路線測量」とは、線状構造物建設のための調査、計画、実施設計及び維持

管理等に用いられる測量をいう。 

２． 本市における線状構造物とは、次のものをいう。  

⑴ 道 路 ： 一般道路・管理用道路・遊歩道・林道・トンネル・地下通路・サイクリン

グロードなど。 

⑵ 鉄 道 ： 鉄道・路面電車・地下鉄・ロープウエイ・リフトなど。 

⑶ 水 路 ： 河川・湖沼・用排水路・導水路など 

⑷ 管 路 ： 上水道・下水道・共同溝・情報ＢＯＸなど。 

⑸ その他 ： 工事等設計の目的で地形情報（地盤高）が必要な長狭地等。 

３． 本市における路線測量の形態は、測量の目的に応じて路線測量Ａ・Ｂの二種に大別する。 

【路線測量 A】 

⑴ この測量は、線状構造物の基本計画に基づいて現地を調査し、線形決定にて主要な点

を現地に展開し、事業計画のために必要な情報（図面等）を作成するものをいう。

⑵ 測定が必要な対象物や図面様式等は、設計図書又は各計画機関の担当者の指示に従う

こと。 

【路線測量 B】 

⑴ この測量は、既設道路や事業予定地の現況を測定し、現地的空間の中で中心を定め、

線状構造物の実施設計、及び適正な維持管理のために必要な図面等を作成するものを

いう。 

よって、現地の中心点及び折れ点の観測のみを行い、これをもって線形決定要素とす

る。 

⑵ 測定が必要な対象物や図面様式等は、設計図書又は各計画機関の担当者の指示に従う

こと。 

４． 受託者は、路線測量の種別（Ａ又はＢ）に応じた業務内容について、担当職員と打ち合

わせ、業務の目的を達成するため、設計図書で定める成果物を作成すること。 

Ⅵ－２ 作業の計画

１． 業務対象地の起・終点、計画線等について、担当職員の指示を得ること。 

Ⅵ－３ 作業の方法

１． 路線測量の実施にあたり必要となる下記資料は、担当職員及び各担当課並びに管理者よ

り提供を受けるものとする。 

⑴ 過年度の測量成果 

⑵ 設計図（竣工図） 

⑶ 構造図 

⑷ 管理台帳図 

⑸ 地下埋設物等の資料 

２． 線形決定 

⑴ 路線測量Ａにおける線形決定について（路線測量Ｂでは原則不要）、展開する主要点

及び中心点の区分は、次表のとおりとする。 
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名称 交点 起点 終点 中心点
円曲線

始 点

円曲線 

終 点

緩和曲線

始 点

緩和曲線

終 点

ｸﾛｿｲﾄﾞ

曲線始点

ｸﾛｿｲﾄﾞ

曲線終点

曲線の

中 点 

略号 ＩＰ ＢＰ ＥＰ ＳＰ ＢＣ ＥＣ ＢＴＣ ＥＴＣ ＫＡ ＫＥ (ＳＰ)

⑵ 線形決定に使用する現況図等は、地図情報レベル 500 又は 1000 を標準とする。 

⑶ 線形を決定するための条件点の座標値は、近傍の４級以上の基準点から求めることと   

する。 

なお本市における条件点の取扱いについて、次に示す。 

① ターミナルポイント（起点・終点・交差点）・・ 担当職員の指示による。 

② パスポイント（通過すべき点） ・・・・・・・ 同上 

③ ネックポイント（避けるべき点） ・・・・・・ 担当職員と協議の上決定する。 

④ コントロールポイント（一定の距離を保つ点）・ 同上 

【路線の線形決定】 

⑷ 線形決定に当たっては、これ以外に未処理用地や、埋蔵文化財包含地、条例による規  

制など、広く考慮しなければならない。 

⑸ ＩＰ設置の必要性については、担当職員の指示を得ること。 

３． 中心線測量 

⑴ 中心線測量は、作業規程 第 552 条～第 554 条で定める方式で行うこと。 

⑵ 中心線測量で設置する中心杭及び役杭は、作業規程 第 544 条で定める木杭又はプ 

ラスチック杭とするが、既設道路等でこれらの杭が設置できない場合は、タック等の 

十字鋲で設置することができる。 

また、車道や水路内での作業で安全が確保できない場合や、作業が交通等の障害とな 

る場合は、担当職員と協議のうえ、路肩や歩道、堤防等安全な場所に偏心して行うこと 

ができる。 

なお、中心点の間隔は次表を標準とするが、本市においては目的に応じて必要となる

間隔が異なるため設計書の定めによる。 

種    別 路 線 測 量 Ａ 路 線 測 量 Ｂ 

間    隔 100ｍ又は 50ｍ 20m 
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⑶ 中心線測量で道路基準（中心）点を設置、又は復元する場合は、仕様書 図－１４・ 

図－１５のとおり設置すること。 

⑷ 設置した中心杭を点検する際には、各杭間の距離を測定し、座標差から求めた距離と 

の比較を行うこと。またその際に直線部での並び具合についても確認すること。 

⑸ 線形地形図は、地図情報レベル 500 又は 1000 の現況図等を使用して作成することを 

標準とする。 

４． 仮ＢＭ設置測量 

⑴ 仮ＢＭ設置測量は、作業規程 第 555 条～第 557 条に従い、平地では３級水準測量、 

山地では４級水準測量で行うものとする。 

また、仮ＢＭの点の記が必要な場合は、（様式 5）に従って作成すること。 

⑵ 各種工事、計画等に必要な仮ＢＭは、工事の影響がなく堅固な場所に設置するものと 

するが、標杭を設置する場合は、設置場所や標杭の種類、防護の方法等について、担当 

職員と協議すること。 

５． 縦断測量・横断測量 

⑴ 縦断測量・横断測量は、作業規程 第 558 条～第 561 条で定める方式で行うこと。 

⑵ 交差する道路・鉄道・軌道の高さ及び河川，水路の水位並びに近接する家屋の土台高   

さ等を調査し、縦断面図に図示すること。 

⑶ 縦断面図・横断面図は、国土交通省ＣＡＤ製図基準及びＣＡＤ製図基準に関する運用  

ガイドラインに従って作成すること。 

⑷ 縦断面図に表示する現況図は、地図情報レベル 500 を標準とし、図上横方向の縮尺を  

合わせるものとする。 

⑸ 地図情報レベル 500 以下（250 又は 100）のより詳細な成果が必要な場合は、作業規

程 第 562 条・第 563 条に定める詳細測量を準用して行うものとする。 

⑹ 設計図書又は担当職員の指示がある場合は、地下埋設物等について、併せて図示する 

ものとする。 

⑺ 各点に付す記号・番号は、作業要領第Ⅸ章成果の編集 表－１・表－２に従って設定

すること。 

６． 用地幅杭設置測量 

⑴ 用地幅杭設置測量は、作業規程 第 564 条・第 565条で定める方式で行い、設置後は  

作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量）Ⅷ-2 15.境界点間測量（用地幅杭点間測量）で定 

める方法で精度を確認すること。 

⑵ 用地幅杭の設置位置は、中心点等と直交する位置に設置することを原則とするが、 

用地境界杭と接近する場合には、杭の誤認を避けるため、設置位置について担当職員  

☆国土交通省の電子納品及び CAD 製図に関する各種基準・ガイドラインはこちら 

http://www.cals-ed.go.jp/
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と協議すること。 

⑶ 用地幅杭とは別に中間点を設置する場合は、作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量）  

Ⅷ-2 13.用地境界杭設置 で別途定める。 

⑷ 路線測量において、幅員等の条件で用地幅杭を設置する場合は、作業規程 第 564 

条・第 565 条に従い、視通法で行うことができる。 

なお、設置後は、作業規程 第 566 条 に定める方式に従って用地幅杭点間測量を行 

い、精度を確認すること。 

７． 現況等の調査 

計画区域内や計画線上に構造物がある場合は、担当職員と協議の上で、形状・寸法・高さ

等を調査し、「現況調査図」（様式 44）を作成するものとする｡ 

８． 平面図の作成 

⑴ 路線測量Ａ・Ｂを単独で委託し、平面図を作成する必要がある場合は、作業規程 第５

編 応用測量 第４章 用地測量 第９節 用地実測図データファイルの作成、及び第１０節 

用地平面図データファイルの作成 に定められた方式で作成すること。 

⑵ 図面の様式は、設計図書又は各計画機関の担当者の指示に従うこと。 

⑶ 共架柱等、図面に表示する必要があるものについては、その位置及び管理番号等を明

示すること。 

⑷ 地下埋設物の調査については、設計図書又は各計画機関の担当者の指示に従い、埋設

物の位置、名称、形状、及び土地の利用状況を調査して平面図に表示するものとする。 

⑸ 測量幅及び縮尺は次表を標準とするが、幅員等が一定でない場合は、設計図書又は担

当職員の指示に従うこと。、また、横断測量の測量幅も同様とする。 

種  別 測  量  幅 地図情報レベル 

路線測量 Ａ 中心線より両側各 50ｍ ５００～１０００ 

路線測量 Ｂ 中心線より両側各 15ｍ ５００ 

Ⅵ－４ 面的な地盤高測定への応用

設計・工事のため詳細な地盤高が必要な場合に、この測量で定める方式を応用して観測する

ことができる。 

１． この測量の方法は、直接水準測量を基本とするが、地形及びその他の状況により、間接

水準測量で行うことができる。 

２． この測量で面的に地盤高を測定する場合は、対象地の長辺に法線（中心線）を設定し、

短辺方向を横断として、設計図書に定める間隔で測定すること。 

また、法線（中心線）の位置は、担当職員の指示によるものとする。 

３． 記載事項並びに図面の大きさ等は、担当職員の指示に従うこと。 
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【面的な地盤高の測定例】 
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第Ⅶ章 応用測量（河川測量）

Ⅶ－１ 作業の計画

１． 本市における「河川測量」とは、河川・湖沼等の調査及び維持管理を目的とした測量をい

う。 

２． 河川、水路等の新設（設計）及び改修等に係る測量は、作業要領第Ⅵ章応用測量（路線測

量）の規定を準用する。 

３． 受託者は、河川測量を実施する河川・湖沼等の状況を把握し、次の事項について測量作業

員全員に周知、徹底しなければならない。 

⑴ 受託者は作業期間中の毎日、作業開始前に気象及びダム放流に関する情報を入手し、作

業員に周知しなければならない。 

⑵ 河川の急激な水量・流速の変化に備え、監視役となるものを指定して、常に状況変化に

注意すること。 

⑶ 現場には救助用ロープ・浮輪等を常備し、水域内で観測作業に当たる作業員にはライフ

ジャケットの着用を義務付け、また、ホイッスル等を携行させること。 

⑷ 定期横断測量における深浅測量の際は、前回の横断図をもとに、水深の変化に注意する

こと。 

⑸ 測量作業に当たる作業班には、万一の事故に備え連絡手段として携帯電話又は無線機等

を常備させること。 

Ⅶ－２ 作業の方法

河川測量は、作業規程 第５編 第３章 河川測量 で定める方式で行うこと。 
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第Ⅷ章 応用測量（用地測量）

Ⅷ－１ 作業の計画

１．受託者は、設計図書に示す測量範囲において、公図（地図）類、過去の測量及び工事の記

録等、業務に必要な各種資料の収集並びに現地の調査を実施するものとする。 

⑴ 本市が所管する資料（担当職員に申して、支給又は貸与を受けること。） 

【測量関連】 

①管理測量課所管による測量成果 

②管理測量課以外で所管する測量成果 

③事業中による区画整理成果 

【工事関連】 

①設計図（竣工図） 

②標準図 

【その他管理図等】 

①道路台帳図 

②市道認定関係図書（路線名、路線番号、区域幅員、延長等） 

③対象路線の調書類（路線告示履歴調書、区域区間告示履歴調書、道路現況調書） 

④河川管理台帳図 

⑤各種管理図（公園・学校・市営住宅等） 

⑥地下埋設物等の資料 

【公的な証明・記録】 

①境界証明の記録 (建設局総務部所管の道路境界） 

②  同 上  （他部局所管の用地境界） 

③開発行為の記録（都市局市街地整備部宅地課所管の公共施設台帳等） 

⑵ 本市以外の機関が所管する資料（受託者が各機関において支給又は貸与を受けること。） 

①本市以外の官公庁が所管する測量成果 

②民間事業による区画整理、又は開発行為等の成果 

③民間事業者が管理する地下埋設物等の資料 

⑶ 登記簿及び分筆図（受託者が所轄の法務局において閲覧すること。） 

①測量範囲内すべての土地の所有者、地番、地目、地積、権利、その他の情報 

②現所有者が札幌市の場合には、必要に応じて、前所有者と所有権移転年月日 

２.作業計画を立てるための現地調査

① 関係権利者の現地居住の有無 

② 観測の障害となる人や車両の往来と、作業に適した時間帯 

③ 電波障害の原因となる施設や、携帯電話の通話エリア 

④ 視通・視界の状態 

⑤ その他の工事・測量業務等の状況 

⑥ 観測作業を想定した危険個所 

⑦ 既知点及び過年度設置した基準点の状態 

⑧ 道路境界標、道路基準点等、その他主要な点の有無 
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Ⅷ－２ 作業の方法

１．資料及び現地での調査

⑴ 測量の実施にあたり、対象となる区域の権利関係について、所轄の法務局にて土地登記

簿等を取得し、調査結果を「土地所有者一覧表」（仕様書 様式１８）にまとめ、担当職員

に提出すること。 

⑵ 法務局等で取得した公図等を基本として転写連続図を作成するものとするが、本市が委

託する測量業務においては、以下の地図類も公図等に準じて使用することができる。 

① 土地台帳付属地図 

② 不動産登記法に基づく 14条地図 

③ 国土調査法による地籍図 

④ 土地改良登記令による土地所在図 

⑤ 土地区画整理登記令による土地所在図 

⑥ 新住宅市街地開発法による不動産登記に関する政令による土地所在図 

⑦ 整備図 

⑧ 土地連絡（整理）図写し 

⑨ 開拓財産実測図等 

⑩ 殖民区画図 

⑪ 売払地実測図 

⑫ 御料地売払地実測図 

⑬ 連絡（整理）図写土地台帳付属地図 

⑭ 切図接合型土地台帳付属地図 

⑮ 字名地番整理（改正）図 

【国有林野、防衛庁施設用地、道路敷地、河川敷地等の場合】 

① 国有林野境界図 

② 防衛庁施設測量図 

③ 道路台帳図 

④ 河川管理台帳図

⑶ 転写連続図は作業規程第 595 条に従って作成するものとする。 

また、作成方法についてはスキャナ等での電子化やＣＡＤによる作成も可能とする。 

⑷ 転写連続図にまとめた各筆の形状が現地の状況と異なる場合は、関係権利者の証言を求

めるなど再調査を行い、その経過を記録するとともに、境界精査図（作業要領第Ⅸ章成果

物の編集Ⅸ－４ 成果物（図面）データファイルの作成 参照）に表示すること。 

この場合、土地所有者の立会いを求め、既設境界標の状況や建物等の位置関係を確認し 

てもらうことが重要である。 

⑸ 道路基準点の調査・観測の結果、故障点や亡失点、蓋が外れていている等の安全上の問

題があった際には、担当職員に報告を行うこと。また、復旧の必要がある場合は、仕様書

図１４・１５のとおり設置するものとし、設置後直ちに現場条件に合った材料で復旧する

こと。 

⑹ 道路台帳図の作成にあたり、必要に応じて次に定める調書・資料をまとめる場合は、道

路台帳作成要領を参照のうえ、別途作成するものとする。 

ⅰ 国有林野占用調書 

ⅱ 河川・鉄道用地占用調書 
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① 位置図（地図情報レベル 5000 程度の現況図使用、対象路線を朱書きすること。） 

② 占用調書（担当職員より交付を受けること。） 

③ 河川占用資料図（占用面積を求積すること。） 

④ 平面図・求積図（各白焼き３部作成すること。） 

ⅲ 未処理用地所在調書 

① 位置図（地図情報レベル 5000 程度の現況図使用、対象路線を朱書きすること。） 

② 未処理用地記録簿（担当職員より交付を受けること。） 

③ 現況調査図（様式 43）により作成すること。 

④ 平面図（未処理用地個所を色別で表示すること。） 

⑤ 求積図（未処理用地個所を色別で表示すること。） 

⑥ 地積測量図（未処理用地の地積測量図を作成した場合に綴ること。） 

ⅳ 道路敷地内における家屋等の占用調書 

① 位置図（地図情報レベル 5000 程度の現況図使用、対象路線を朱書きすること。） 

② 道路敷地内における家屋等の占用調書（担当職員より交付を受けること。） 

③ 平面図（不法占用物件個所を朱書きし、整理番号を付番すること。） 

ⅴ その他の調書・資料 

① 区域決定図、又は区域変更図（平面図一部） 

② 国有地譲与申請図（平面図・求積図各三部） 

③ 部分供用図（平面図一部） 

２．境界確認

本市における境界確認について、下記の通り定める。 

⑴ 境界確認とは、現地において１筆ごとに土地の境界を土地所有者に確認するものである。 

⑵ 境界確認作業においては、確認者が土地境界（杭）の位置について判断する権利を有す 

る者であることを確認したうえで行うこと。 

⑶ 受託者は、境界確認作業を始める前に「境界確認一覧表（土地所有者一覧表）」（様式 28 

参照）を作成し、担当職員に提出すること｡ 

３．境界測量

本市における境界測量について、下記の通り定める。 

⑴ 境界測量は関係権利者の境界認識に基づき、現地の境界標や境界を示す地物等の位置（座

標値）を取得するものである。 

⑵ 境界標が見当たらない場合は、関係権利者の理解を得て、できる限り有無や欠損等の状

況について調査すること。 

探索・観測する際に掘削・伐開作業を要する場合は、事前に関係権利者の了解を得るも

のとし、観測後はすみやかに埋戻しや跡片付けを行うこと。 

⑶ 道路上で掘削作業や規制を行う場合は、関係機関の承認を得てから作業を行うこと。ま

た、作業中は道路使用許可証を携帯しバリケード等を設置して第三者及び作業員等の安全

確保に努めること。 

⑷ 既設境界標等を観測して取得した座標値は、次のとおり分類して「成果表」（様式 27）を

作成すること。 

① 既設道路基準(中心)点：Ｃ 
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② 既設道路境界標：ＤＥ 

③ その他既設境界標：Ｅ 

⑸ 既設境界標等を観測して取得した座標値と既知成果を比較して、「境界点成果対比表」（様

式 20）を作成するとともに、敷地図等に展開して境界線との位置関係について検証を行う。 

また、その結果判明した問題点や必要な調整作業は、作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測

量）Ⅷ-２ ５．座標補正による整合処理（スライド）を参照すること。 

⑹  観測した既設境界標等について、作業要領第Ⅸ章成果物の編集表－１、図－１～４に定

める記号・番号を付すこと。 

４．補助基準点の設置

用地測量において、４級以上の基準点から全ての境界点及び地物等を観測することが困難な

場合は、補助基準点を設置し、それに基づいて観測することができる。 

⑴ 補助基準点を設置する場合は、所定の標杭を使用すること。 

⑵ 補助基準点を市有地以外に設置する場合は、関係地権者又は管理者の了解を得ることと

し、作業後の撤去等、標杭の取り扱いについて打ち合わせること。 

⑶ 補助基準点を設置する場合は、作業規程 第 604 条に定める方式に従って、基準点から辺

長１００ｍ以内、節点１点以内の開放多角測量により設置すること｡ 

⑷ この測量で作成する成果等は、作業規程 第 45・46 条を準用して整理すること。 

５．座標補正による整合処理（スライド）

⑴ 用地測量の内容及び現場条件について、次の状況が認められる場合は、境界測量で作成

した「境界点成果対比表」(様式 20）を基に座標補正による整合処理（スライド）の必要

性について、担当職員と協議すること。 

① 過去の測量と地域や目的が同様であっても、異なる既知点から基準点測量を行った場

合。 

② 同じ既知点を使用する場合でも、過去に設置した基準点が、経年変化や工事等の影響

で亡失し、新たな経路で基準点測量を行った場合。 

③ 異なる業務で設置した基準点を既知点として、測量を行う場合。 

④ 複数の過年度成果が存在する地域を測量する場合。 

⑤ その他、調整が妥当と思われる地域。 

また、補正量の算出に影響する条件点が、設計図書に定める測量範囲を超える場所であっ

ても、受託者において観測が必要であると判断した場合は、観測することができるものと

する。 

ただし、その場合においても測量範囲内と同様に、仕様書及び作業規程を適用する。 

⑵ ｢境界点成果対比表｣により対象地域の座標差を取りまとめ、平均的な変位の傾向ついて 

担当職員に報告すること。 

なお、明らかな故障点や平均的な座標差と異なる位相を示す既設境界標は、除くものと 

する。 

⑶ 前記⑵で得た座標差をもとに、担当職員と協議の結果、座標補正による整合処理を施し

て処理することが妥当と判断した場合は、次に定める方法で作業するものとする。 

① 境界測量で得た座標値を補正する方法。 

② 既知点及び基準点測量で設置した基準点の座標値を補正する方法。 
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⑷ 座標補正の計算は「スライド変換」又は「ヘルマート変換」を標準とするが、それ以外

の方法で行う場合は、担当職員の承諾を得るものとする。 

６．基準線の設定

⑴ 基準線は、次の条件線について設定するものとし、各線ごとに基準となる根拠や調整方

法等を具体的にまとめること。 

① 公共測量、又はそれに準じる測量で設定され、対象地域の街区形成における基準とな

る線。 

② 区画整理、地図整備・地籍調査事業等で確定された事業区域界、道路中心線、又は登

記された境界線等。 

③ 既存の道路又は河川等の中心線（境界線）に、合理的な調整を加えた線。 

④ 既に登記されている土地等、固定条件となる境界線。 

⑤ 前記の条件がない場合は、公図等公的な地図をもとに現地に最も整合する境界線や、

土地連絡図等の査定線。 

⑥ その他、対象地域の現況等を考慮して基準線とすることが合理的と判断した線。 

⑵ 「４．座標補正による整合処理（スライド）」の補正量を考慮し、既知成果・公図・その

他資料図との関係を比較検討して、担当職員と協議のうえ合理的な基準線を設定すること

とし、各基準線の決定条件について｢基準線設定図｣（様式 21）及び境界精査図（作業要領 

第Ⅸ章成果物の編集Ⅸ－４ 成果物（図面）データファイルの作成 参照）にまとめること。 

また、道路交点等の成果を結ぶ中心線を骨格として、用地測量の基準線とする場合も同様

とし、その場合の資料名についても｢基準線設定図｣とする。 

⑶ 設定した基準線の交点（Ｓ又はＩＰ）又は折点等（Ｋ）の成果を、「成果表」（様式 27）

にまとめること。 

⑷ 区画整理等、事業完了後に復元した道路中心点等を再観測して図化した中心点網図は、

用地測量成果に該当しない。 

７．面積計算

本市における面積計算について、下記の通り定める。 

⑴ 面積計算は、境界測量等の結果に基づき、合理的な調整案をもって計算することを標準

とする。 

⑵ 面積計算は、座標法により求めることを原則とする。 

⑶ 分筆登記が必要となる確定測量の場合は、不動産登記法（平成 16年 6月 18 日 法律第 123 号）

に基づき、残地になる土地も同様に求積することを原則とし、個々に計算すること。 

ただし、対象地について、所轄の法務局が 不動産登記事務取扱手続準則 第七十二条第

二項 に定める「広大地」と判断した場合、又はその他の理由で同時に求積することがで

きないと判断した場合は、この限りでない。 

⑷ 測量（調査）範囲の各街区については、次のとおり面積計算を行うものとし、それぞれ

公図等の面積及び辺長、計算値及び較差を併記すること。 

① 街区計算（街区図） 

前記４の基準線を骨格とし、街区計算及び隅切計算等によって設定した街区外周の座

標値に基づいて、各街区別に｢街区図｣（様式 22）を作成すること。 

② 各筆計算（各筆図） 
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街区計算の結果をもとに、合理的な調整による交点計算等で設定した座標値に基づい

て、各街区別に｢各筆図｣（様式 23）を作成すること。 

⑸ 確定対象地については、筆毎に｢面積計算書｣（様式 24）を作成すること。 

⑹ 面積計算に用いた座標値（Ｋ）を、「成果表」（様式 27）に整理すること。 

⑺ 境界点となる位置には、作業要領第Ⅸ章成果物の編集 表－１、図－１～４に従って、各

点の属性を示す記号・番号を付すこと。 

⑻ 面積計算までの過程（結果）について担当職員に報告するとともに、これ以降の方針及

び調整方法等について協議すること。 

８．登記資料等の作成

⑴ 登記申請に必要な資料・図面の作成については、以下のとおり作成するものとする。 

① 測量業務に登記資料作成を含む場合（一括発注） 

委託者が作成者となるため、各資料の原案として次のものを作成する。 

・登記資料図面（地積測量図の原案） 

・登記資料調書（不動産調査報告書に準ずる書類の原案） 

・登記申請する際に必要な添付図面 

② 測量業務と別に画地調整業務を発注する場合（分離発注） 

別途、画地調整業務を受託した土地家屋調査士が作成者となって、次のものを作成する。 

・地積測量図 

・不動産調査報告書 

・画地調整図 

⑵ 登記資料図面又は地積測量図（以下、「登記資料図面等」という。）は、不動産登記法及

び関係法令の規定に従って作成するものとする。 

⑶ 登記資料調書又は不動産調査報告書（以下、「登記資料調書等」という。）は、不動産登

記規則 第 93 条 に基づいて作成するものとする。 

⑷ 地図の訂正及び地積の更正、又は表題登記を行う必要がある土地については、境界（筆

界）の確認・承諾状況に基づき、一筆ごとに「隣接土地所有者土地立会及び境界確認証明

書」（様式 45）を作成すること。 

⑸ 表題登記を申請するための資料を作成する場合は、地目等の表示について、担当職員と

協議すること｡ 

また、条・丁目界等の位置が不明の場合は、住居表示担当課（市民文化局地域振興部戸

籍住民課住居表示係）で確認し、担当職員から指示がある場合は、町界線証明を取得し提

出すること。 

⑹ 登記資料等の作成については、作業要領第Ⅸ章成果物の編集Ⅸ－３ 成果物（書類）デー

タファイルの作成を参照すること。 

９．地図の編集

本市が行う区画整理、地図整備、地籍調査等の面的かつ広域な測量において地図を作成する

場合は、作業規程 第３編 第１１章 地図編集を準用するものとし、以下の項目についても点

検を行い、担当職員の確認を受けなければならない。 

⑴ 用地測量の過程において合理的な調整の結果、境界線（点）の位置が変化する場合は、隣 

接図葉間の接合や、事業区域外縁の整合について確認すること。 
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⑵ 隣接する図葉間、工区間、事業区域外との連続性について特に入念な点検を行うこと。 

１０．用地境界仮杭設置

本市における設置方法について、下記の通り定める。 

⑴ 管理等を目的とする確定測量においては、周囲の観測結果に基づき、対象地の境界点とな 

る正確な位置に仮杭を設置する。 

また、分筆を伴う確定測量の場合は、不動産登記法（平成 16 年 6 月 18 日 法律第 123号）

により残地となる土地についても境界を明示し、隣接者の確認を得ることを原則とする。 

⑵ 用地境界仮杭は、４級以上の基準点からの放射法、又は用地幅杭線と境界線の交点を視通

法で決定する方法で設置するものとし、｢測設図｣（様式 26）を作成すること。 

⑶ 地形・地物等の障害で、前記⑵による設置が困難な場合は、事前に担当職員に報告し、設 

置方法について指示を受けること。 

⑷ 用地境界仮杭の設置作業にあたっては、事前に関係権利者等に周知すること。 

⑸ 設計図書で指示する以外の場所に、用地境界仮杭を設置する必要がある場合は、事前に担 

当職員と協議すること。 

⑹ 用地境界仮杭は、木杭又は十字鋲等を標準とするが、設置予定箇所に永久構造物等の支障  

物がある場合は、状況に適した材料で設置することができる。ただし、この場合は、物件の 

所有者又は管理者の承諾を得るものとする。 

⑺ 地籍調査事業においては、専用のプラスチック杭（4.5×4.5×45 ㎝）を使用すること。 

⑻ 木杭を用いて仮杭を設置する場合は、頭部に点名を記し、境界点の位置を示す傘釘を打ち  

込むこと。 

⑼ 境界点間（直線）の距離が長い場合、曲線となっている場合、又は境界点間の見通しが困  

難な場合には、中間点の必要性について担当職員と協議すること。 

１１．復元測量

⑴ 復元測量は、担当職員と協議のうえ、次の方法で行うこと 

① 復元すべき標杭を設置した際の引照点又は基準点が保存されている場合は、「直接

復元法」により設置する。 

② 上記①の基準点等が亡失し、新たな基準点から復元する場合は、既設境界標の設置

状況等を考慮して整合処理を施す「間接復元法」により設置する。 

⑵ 亡失した点・故障点を復元する方法 

① 公的な成果（座標値）を有する境界点については、その成果に基づいて設置するも

のとし、作業規程 第 605 条・第 606 条で定める方式に従って、関係者に位置を明示

し、立会・確認のうえ、作業規程 第 607 条で定める方式により設置すること。 

② 公的な成果（座標値）を有しない境界点については、公図等の資料図に基づいて設

置するものとし、上記①と同様の方式で設置すること。 

⑶ 一時撤去後に復元する方法 

① 上記(2)と同様の方式で設置する方法。 

② 上記で定める方式以外に、作業規程 第 607 条で定める方式を応用した引照復元測 

量により設置することができる。 

③ 一時撤去の際は、境界標の撤去前にも関係権利者の確認を得ること。 

⑷ 復元精度の確認 
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上記(1)～(3)で境界標等を復元する場合は、次に示す方法で、設置後直ちに精度を確認

しなければならない。 

① 既知成果と、復元点の実測値との較差（座標差）で確認する方法。 

② 復元点と関連する既設境界標等について境界点間測量を行い、公図等に記載されて

いる距離との較差（辺長）で確認する方法。

⑸ 亡失又は一時撤去後に復元が必要な道路中心点については、本規定を準用するものとする。 

１２．土地境界立会確認（土地境界確認書作成）

本市における土地境界立会確認について、下記の通り定める。 

⑴ 受託者は、境界の立会確認作業を始める前に、業務の目的に応じて（13）に定める書類（確

認のお願い・確認書 様式 29～38）を作成し、事前に担当職員の確認を得ること。ただし、

他の機関が様式を定めている場合は、それぞれ定められた様式に従って作成すること。 

⑵ 境界位置や境界標の設置について承諾を求める書類に添付する図面は、登記資料図面等

を使用することを原則とするが、登記資料図面等を作成しない業務においては、実測図や

地番図など土地の位置関係が分かる図面（様式 43）を使用すること。 

ただし、土地の所在・地番・路線名・境界点名・座標等の必要事項を明記することとし、

確認が必要な境界線を赤線で示すこと。 

⑶ 当該承諾書類には、関係権利者の署名・捺印(認印可)を得ること。 

ただし、権利者が共有又は法人等の場合は、測量後の登記手続等を含め最終的に測量の

目的が達成できるよう、承諾者の範囲について担当職員と協議すること。 

⑷ 当該承諾書類の提出を求める者に対しては、次の内容について充分説明し、確認行為の

意義を伝えてから署名・捺印を求めること。 

① 測量の目的 

② 当該地及び関係権利者の所有地の状況 

③ 更正・分筆等を伴う場合は、それによって生じる変更点（理由） 

④ 承諾によって登記されることとなる座標値の有効性 

⑤ 将来的に永久標を設置する場合の手続き 

⑥ その他必要事項 

⑸ 既設境界標に埋設誤差がある場合は、確定（予定）線との差異を説明し、必要があれば

現地に明示して確認を得ること。 

⑹ 立会確認作業を個別に行う場合は、説明内容が公平となるよう注意すること。 

また、明示した境界位置の是非について判断に時間を要する場合は、回答期日を伝えるこ

と。 

⑺ 関係権利者が立会う時期は、測量の目的によって異なるため、関係権利者の意向にも配

慮して、適切な日時に立会を求めること。 

⑻ 関係権利者が現地を確認できず、境界位置について承諾を得るための書類を郵送する場

合は、書留郵便を基本とし、返信用封筒を同封のうえ、周辺見取り図及び状況写真を添え

る等、現地の状況を把握できるよう配慮すること。 

⑼ 受託者は、関係権利者より立会や確認の拒否、又は保留となった場合は、速やかに担当

職員に報告し、その後の処置について指示を受けるとともに、その結果を「折衝記録簿」

（様式 42）に取りまとめ、対象となる登記資料図面等又は地番図や実測図など土地の位置

関係が分かる図面（様式 43）を添付するものとする。 
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隣接地

確定線 

①

現道路・河川境界等

Ｍ１ Ｍ２

LM１ LM２

LK１ LK２

事業予定線 

残地

潰地

（1） 

（2） 

②

未処理（確定予定地） 

現道路・河川境界等

隣接地

ＭＫ２ 

Ｍ２ Ｍ１

ＭＫ１ 

③

※ 確認箇所については赤線太線で明示する。 

返送用 

（札幌市保存） 

関係権利者 

送付用 

（権利者控え） 

また、確認（承諾）が得られても、それまでの経緯を保存する必要がある場合、又は担当

職員の指示がある場合は、同様とする。 

⑽ 受託者は、最終的に土地境界の立会確認状況を 「境界確認一覧表」（様式 28）に整理す

るとともに、土地所有者本人以外の者から境界確認を行った場合や拒否・保留等の場合は、

その理由を備考欄に簡潔に記載するものとする｡ 

⑾ 確認（承諾）が得られなかった境界点については、担当職員と協議のうえ、境界点の記

号に「計算点（非公開）扱い」を示す「Ｋ」の頭文字を加えなければならないので、成果

表及び図面等あわせて修正すること。 

⑿ 確定点となった境界点の座標値は、次のとおり分類して「成果表」（様式 27）を作成する

こと。 

① 道路・河川等 境界点：Ｎ・Ｌ・Ｒ 

② 民地境界点：Ｍ、ＬＭ、ＲＭほか 

⒀ 土地境界の立会確認に関連する書類を下記のとおり定める。 

① 境界確認一覧表（様式 28） 

② 確認のお願い書類 

・境界確認のお願い（様式 29） 

・道路区域確認のお願い（様式 31） 

・境界の確認について（市役所内部用）（様式 33） 

・境界杭の埋設について（確認願い）（様式 35） 

・境界杭の埋設について（確認願い） 

（市役所内部用）（様式 37） 

③ 確認書類 

・境界確認書（様式 30） 

・道路区域確認書（様式 32） 

・境界確認書（市役所内部用）（様式 34） 

・境界杭確認書（様式 36） 

・境界杭確認書（市役所内部用）（様式 38） 

④ 添付図面･･･登記資料図面等 

【確認書添付図面の図示方法（例）】  
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１３．用地境界杭設置

境界杭の種類は、設置する境界点の属性に応じて異なるので、設計図書及び担当職員の指示

する材料を使用すること。 

⑴ 境界標は、前記１２ 土地境界立会確認 において関係権利者の確認（承諾）を得てから、

目的に応じた境界杭を所定の精度で設置するものである。 

⑵ 隣接地へ入らなければ埋設出来ない場合は、あらかじめ関係権利者に立入りについて 

了解を得てから行うこと｡ 

⑶ 境界杭の埋設作業にあたり、仮杭の位置について引照点で控える場合は、掘削の影響や

工事車両の通行等で亡失する恐れがない場所に設置することとし、必要があれば保護杭・

見出杭を設置して、埋設作業完了まで保全できるよう注意すること。 

⑷ 同一年度に設置した仮杭又は経年変化が見られない仮杭を境界杭に置き換える場合は、

関連のある境界点との位置関係について境界点間測量で精度を確認した後、埋設すること

ができる。 

⑸ 掘削の際は、建物や塀等の構造物、又はロードヒーティング等の地下埋設物を傷めない 

よう十分注意するとともに、庭木（根茎含む）や草花を除去する場合は、事前に管理者の 

了解を得ること。 

⑹ 設置する高さや方向等、現場条件に配慮し、堅固に設置すること。 

また、軟弱地盤等特殊な地盤に埋設する場合は、埋設方法や材料について、担当職員と

協議のうえ施行するものとする｡ 

⑺ 境界杭は、頭部が所定の高さ（施行基面等）又は周辺構造物と馴染むよう垂直に埋設す 

るものとするが、未開地に設置する場合は頭部が５㎝程度地表に出るよう埋設 

することを標準とし、また、傾斜地に埋設する場合は、埋戻し土や舗装材料等を用いて周 

囲の高さにすりつけるものとする。 

⑻ 設置作業は、目的に応じた境界杭（仕様書 図－１６～１９参照）を使用して行うこと。 

⑼ 金属標を設置する場合は、仕様書 図－２０に従って設置すること。 

⑽ 境界杭の埋設予定個所に桝や仕切弁等の障害物がある場合、又は埋設深度内に構造物や

埋設管等があるため、通常の設置が困難な場合は、担当職員に報告するとともに埋設方法・

使用材料の変更について承諾を得ること。また設計図書で指示する場所に境界標を埋設で

きない場合は、担当職員に報告のうえ指示を得ること。 

⑾ 埋戻し作業は、現地発生土を使用することを原則とする。 

⑿ 境界杭の埋設作業と共に、見出し杭を設置する場合は、仕様書 図－２１に定める形状で

設置することを標準とする。 

⒀ 埋設作業中の写真は、設計数量の３０％以上について撮影・提出するものとし、埋設完 

了後の写真は全数撮影すること。 

また、作業工程における施工管理について、次に定める順に写真撮影するものとし、「写

真帳」（様式 41）を準用して編集すること｡ 

① 使用材料（部材寸法・規格チェック） 

② 作業開始前（仮杭の状態） 

③ 掘削完了（掘削深・掘削幅のチェック） 

④ 境界杭立込完了 

⑤ 埋め戻し（転圧状況及び転圧完了状態のチェック） 

⑥ 舗装復旧が必要な場合（舗装厚・転圧状態のチェック） 
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⑦ 完成（仕上り状態チェック） 

⒁ 設置した境界杭について「点の記」が必要な場合は、担当職員と協議のうえ作成するこ

と。 

⒂ 道路境界標の設置（仕様書図－１６・図－２０） 

① 道路区域を示す境界杭には、仕様書図－１６の 

道路境界標を使用するものとするが、構造物等の 

障害で埋設できない場合は、仕様書図－２０の金 

属標を設置することができる。ただし、金属標を 

使用する場合は、表面に「矢印」及び「札市境 

界」の刻印があるものを使用すること。 

② 道路境界において、前後の境界点の視通・地 

形・又は直線部の延長等を考慮して、中間点を設 

置する場合は、点間距離が 100m を超えない位置に 

専用の道路境界標（札市幅）を設置することができる。 

③ 道路境界標の設置方向（頭部矢印の向き）は、対象路線の起点側から終点方向に向け、 

頭部の矢印頂点を挟むどちらか一辺が、用地境界線に沿うよう埋設することを原則とする 

が、支障物件等の現場状況により難しい場合は担当職員と協議すること。 

④ 交差点の隅切に設置する場合は、道路境界標頭部の矢印が、隅切を挟んで向い合せにな 

るよう設置すること。 

⑤ 隅切が無い場合は、道路境界標本体を対象路線の内側に設置することとするが、双方が 

対象路線の場合は、幅員の狭い路線側から設置すること。 

ただし、双方の幅員が同じ場合は、路線番号の若い路線側から設置することとする。 

⑥ 道路工事と並行して設置作業を行う場合は、事前に設置位置の高さについて工事業者と 

打合せるものとし、道路境界標頭部の高さが舗装面等の構造物となじむよう設置すること。 

⑦ 見出し杭の取扱いについては、設計図書及び担当職員の指示に従うこと。 

【道路境界標の標準設置図】 

起点 

終点

既
認
定
路
線

既
認
定
路
線

新認定路線

道路境界標

民地境界標

中間点

中間点

中間点

注：道路境界標の埋設方向は、頭部矢印が起点から終点へ向くよう揃えること。 

ただし、隅切部は対面するよう設置することを標準とする。 

道路境界標（ダクタイル・例）

境

界

札

市

道路境界標(金属標・例） 
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⒃ 道路以外の市有地に設置する境界杭（仕様書図－１７） 

① 道路区域以外の市有地を示す境界点には、仕様 

書図－１７の境界杭を使用するものとするが、構 

造物等の障害で埋設できない場合は、仕様書図－ 

１９の金属標を使用すること。 

② 境界杭の設置位置は、杭頭部の十字（ピン）が 

境界点と一致するよう埋設することを原則とする 

が、現場状況により矢印タイプ又は金属標で設置 

することができる。 

③ 見出し杭の取扱いについては、設計図書及び担当職員の指示に従うこと。 

⒄ 河川境界標の設置（仕様書図－１８） 

① 河川敷地を示す境界点には、仕様書図－１８ の河川境界標を使用し、杭頭部を現地盤 

より 15 ㎝程度突出させることを標準とする。 

② 河川境界標の側面に、設置年度及び境界番号を記したプレートを張り付けるものとす 

る。境界点の番号は、起点から終点へ一連番号で整理することを原則とするが、測量年 

度や工区が異なることにより欠番・重複等が生じる場合は、担当職員と協議の上、錯誤 

が生じないよう整理すること。 

③ 現場状況により、河川境界標が埋設できない場合は、担当職員に報告の上、その他の 

標杭又は金属標で設置することができる。 

④ 見出し杭（仕様書図－２１）については、河川境界標とともに設置することを原則と 

するが、設計図書及び担当職員の指示がある場合、又は設置が妥当ではないと判断する 

場合はこの限りでない。 

接続する路線が私道又

は未処理等の民有地の場

合は、関係権利者承諾の

うえ設置すること。 

新
認
定
路
線

交差点が隅切形状の場

新
認
定
路
線

既認定路線

交差点に隅切が無い場

既認定路線

札幌市境界標
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ちち

※ 地籍調査事業でも使用する。 

⒅ 民有地境界の設置（仕様書図－１９） 

① 事業予定地等の分筆を伴う測量で生じた民地境界

点、又は本市が確定した一筆地のうち道路（河川）

境界点以外の境界点に設置する。 

② 街路・道路事業により設置する場合は、民有地側 

から矢印タイプの境界標を設置することを標準とす

る。 

なお、現場状況により矢印タイプの境界標を設置 

することができない場合は、担当職員に報告の上 

その他の標杭又は金属標で設置することができる。 

⒆ 地籍調査及び地図整備事業で設置する境界杭 

① 地籍調査及び地図整備事業における境界標の設置 

については、境界点に関るすべての地権者の承諾の 

もと、関係地権者の費用負担により埋設するもので 

ある。 

② 地籍調査事業区域に埋設する境界杭は、道路境界点等公有地との境界点を除き、民有 

地境界に設置する境界杭と同様のものを使用すること。 

③ 地図整備事業区域に埋設する境界杭は、道路境界点等公有地との境界点を除き、地図 

整備事業専用の刻印がある境界杭を使用すること。 

ただし、地権者の都合により、事業完了（是正登記）前に設置する場合は、刻印の無

い民地境界標を使用すること。 

１４.  舗装復旧

⑴ 道路の舗装版を取り壊して設置する必要がある場合は、掘削制限期間について注意を要 

する。 

⑵ 舗装版の取り壊し作業は、騒音等が発生するため、事前に周辺状況を確認し、作業の時 

間帯・曜日等について適切に配慮すること。また、必要に応じて防音・防塵措置を施すも

のとする。 

⑶ 舗装版切断時に濁水が発生すると想定される場合は担当職員に報告のうえ、指示を受け 

ること。 

⑷ 舗装を復旧する場合は、道路台帳上で定める舗装厚と同等とし、周囲の舗装版とよく馴

染むよう入念に転圧すること。 

⑸ 差し水による凍上や舗装版の劣化を防止するため、アスファルト・カッター等の切断面

は残さず埋めること。 

１５．境界点間測量（用地幅杭点間測量）

⑴ 境界点間測量（用地幅杭点間測量）は、当該境界点上に観測機器を設置し、隣接する境 

界点との距離（全辺）について直接測定することを原則とする。（次図１） 

⑵ 境界点間測量は、境界測量、仮杭の設置、境界杭等の設置時に行い、「精度管理表」（様

式 40）、「精度管理図（検測図）」を作成し担当職員へ提出すること｡ 

ただし、一連の作業で境界標を埋設する場合は、精度管理表ならびに管理図の作成につ 

いて、担当職員との協議により、境界標設置後の結果についてのみ作成することができる。 

地図整備境界標（例）

民地境界標（例）
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⑶ 境界点間測量における較差の許容範囲は、作業規程 第 609 条に定める次表のとおりとす

る。 

 距 離

区 分 
20ｍ未満 20ｍ以上 適 用 

平 地 10 ㎜ S/2,000 
Ｓ：点間距離の計算値 

山 地 20 ㎜ S/1,000 

⑷ 現状の道路敷地(道路区域)などの市有地と民有地との境界および分筆予定線の周辺に工

作物等が存在することが判明した場合は､位置及び形状等を調査し､状況写真を添付のうえ

「現況調査図」（様式 44）を作成するものとする｡また、現況調査図に記載する対象物の範

囲は、担当職員の指示によるものとする。 

図１【直接測定の基本型】 

図２【異なる基準点から求めた成果の較差で確認する方法】 

※ 異なる基準点から同一点の座標値を求める。 

図３【任意の点から求めた計算距離との較差で確認する方法】 

※ 対辺測定機能で距離を算出する。 

用地境界線 
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１６．支障物件等の対応

本市が行う用地測量において、確定すべき境界線（点）に跨る構造物及び近接する構造物等

を確認した場合は、次の内容について留意し、「現況調査図」（様式 44）を作成して担当職員に

報告しなければならない。 

⑴ 支障物件の突出量（範囲）又は近接する構造物と境界との距離を算出するための基準は、 

各観測及び計算の結果に整合処理等の座標補正を加えた境界線又は境界点に基づくものと

す 

る。 

⑵ 支障物件及び近接する構造物等について、受託者は僅かな量でも独自に判断することな 

く、観測精度の確保及び詳細な現況調査図の作成に努めるものとし、結果について漏れなく 

担当職員に報告すること。（支障物件としての取り扱いについては、用地又は施設の管理者 

が判断する。） 

⑶境界確認及び仮杭を設置した段階で境界上の支障物を確認した場合は、｢境界杭設置｣作

業において理解が得られるよう、状況について関係権利者に充分説明を行うこと。 

⑷ 受託者は、支障物件所有者の対応について、担当職員又は管理者から要請があった場合 

は、現地での観測作業に協力しなければならない。 

１７．境界精査図の作成

⑴ 本市が委託する測量のうち、用地に関する「調査」及び「確定」を目的とする業務につい 

ては、境界精査図を作成するものとし、ファイル形式はＳＸＦ（p21）とする。 

⑵ 境界精査図は、対象地域の問題点、個人が行った登記の情報、確定までの調整方法（方針）、

又は関係権利者の財産に係る情報について、具体的に記載していることから、取扱いは充分

注意すること。 

⑶ 境界精査図の作成方法及び記載事項は、作業要領第Ⅸ章成果物の編集 Ⅸ－４－11 境界精

査図 を参照することとするが、詳細については設計図書又は担当職員の指示に従うこと。 

１８．用地実測図等の作成

本仕様書及び作業要領並びに委託者が求める情報が網羅されていなければならない。 

⑴ 本市が委託する測量においては、ＳＸＦ（P21）形式で作成することを標準とし、国土交

通省が定めるＣＡＤ製図基準及びＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドラインに従って作成

すること。 

ただし、様式及び凡例等については、各発注機関の定めに従うこと。 

⑵  用地実測図（求積図・敷地図）の作成

① 用地実測図は、作業規程 第 612 条・第 613 条に定める項目に加えて、設計図書、及び

担当職員の指示する情報について記入すること。 

② 用地実測図（求積図）は、面積計算の結果に基づいた「求積表」（様式 25）を記載する

ものとし、担当者と協議し、必要に応じて、所在、所有者、地番、地目、地積、求積式、

潰地積、残地積等を地番の若い順に記入するものとする｡ 

③ 求積表は、位置や面積を特定する以外の測量（敷地図）では不要である。 

⑶  用地平面図の作成

① 用地平面図は、前項の用地実測図をもとに、作業規程 第 614 条・第 615 条に定める項

目に加えて、設計図書、及び担当職員の指示する情報について記入すること。 
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② 用地平面図の作成における観測作業で、４級以上の基準点から観測することが困難な場

合は、作業規程 第 117条、及び第 120 条を準用して、ＴＳ点を設置し、それに基づいて観

測することとする。 

ただし、境界測量において 作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量） Ⅷ-2 4.補助基準点の

設置 で定める補助多角点を設置した場合は、これに基づいて観測することができる。 

③ ＴＳ等を用いた観測では、プリズムによる直接観測を原則とするが、次の場合において、

やむを得ずノンプリズムによる測定を行う場合は、事前に担当職員へ報告を行うこと。 

ⅰ 第三者の土地で、立入りの許可が得られない場合 

ⅱ 崖地等、崩落又は転落の恐れがある地形 

ⅲ ミラーを設置することができない高所又は低所等 

ⅳ 災害調査等、ミラーを設置する補助員の安全が確保できない場合 

ⅴ 観測のため作業員が立入ることにより、二次災害が発生する恐れがある場合 

ⅵ その他、明らかにミラーを設置することが困難又は危険である場合 

④ キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法での観測は、現況・建物等を

観測する方法のみ使用できるものとするが、その場合は事前に担当職員の承諾を得ること。 

⑤ 用地平面図内に地形情報を表示する場合は、必要な場所について「作業規程 第３編 地

形測量及び写真測量 第２章 現地測量」に定める方式で観測し、等高線等の地形情報を加

えて作成すること。 

⑷ 用地実測図等の成果

用地実測図等の成果とは、図面のもとになる情報(データ)、計算書、及び電子データ類の 

数値データをいう。 

⑸ 各図面及び管理図等の様式は、本市が定める敷地図（求積図）及び平面図の各様式を標準 

とするが、それ以外の図面については、測量業務の目的に応じて、設計図書又は担当職員の 

指示する様式で作成するものとする。 

ⅰ 通常の事業又は管理を目的とする用地実測図（敷地図・求積図）・用地平面図 

ⅱ 道路台帳図 

ⅲ 河川台帳図（北海道・札幌市 各様式） 

ⅳ 学校・公園・住宅・消防等の管理図 

⑹ 各図面及び管理図等の作成方法等は、作業要領第Ⅸ章成果物の編集 Ⅸ－４ 成果物（図面）

データファイルの作成 を参照することとするが、詳細については設計図書並びに担当職員

の指示に従うこと。 
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第Ⅸ章 成果物の編集

Ⅸ－１ 成果物の種類

受託者は、測量業務の過程において収集及び取得、又は作成したものについて、仕様書及び

作業要領に定める方法で編集すること。 

１．各種計算書、観測手簿・記簿、精度管理表(図)又は品質評価表等、測量業務において作成 

される書類及び数値データ。 

２．各成果物の品質や内容等を示す、メタデータ・ＸＭＬスキーマ・コードリスト等の管理フ 

ァイル。 

３．測量業務において取得し、編集した図面データファイル、及び出力図。 

４．製品仕様書(詳細版)、協議簿、報告書、月報等、業務の遂行上作成される書類。 

５．他の機関で閲覧･収集し、間接的に生じる書類及び数値データ。（土地登記簿･公図･その 

他） 

６．建標承諾書（様式 1）、境界確認書、境界杭(埋設)確認書等、関係権利者の署名・捺印で確 

認する書類。 

７．電子納品の対象となるデータファイルを格納した記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）。 

８．確認（承諾）書類を撮影したマイクロフィルム。 

Ⅸ－２ 成果物の様式（形式）

１．測量成果物は、作業規程及び仕様書並びに作業要領の定めに従って、次のとおり整理・作 

成するものとする。 

ただし、これによりがたい場合は、担当職員と協議のうえ作成すること。 

また、基準点測量及び用地測量の成果の一部については、本市の「測量情報データベース・

システム」（以下「データベース」という。）へ登録する必要があることから、作業要領 Ⅸ-

７ 測量情報データベース電子納品に関する事項 及び 作業要領 Ⅸ 成果の編集 表-３・４ 

に基づいて整理・分類し、資料コード等の情報を付加することとする。 

⑴ 各種計算書等の様式は、仕様書及び要領に定める用紙サイズ、記載事項、レイアウトに

従って作成することを標準とする。 

⑵ 境界確認一覧表、及び確認（承諾）書類等、承諾の可否に関る書類については、電子化

は行わないため、マイクロフィルムに撮影して納品すること。 

⑶ 各種図面類の様式は、作業要領 Ⅸ－４ 成果物（図面）データファイルの作成 及び各図

の標準レイアウトを参照して作成すること。 

２．測量成果等の形式 

測量成果等（確認書類除く。）は、作業規程及び仕様書に従って電子納品するものであるの

で、各成果等の形式については、作業要領Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集 で定める形式で

編集することを標準とする。 

３．測量関係のソフトウェアを使用して成果物を編集し、電子情報のまま社内検査等の点検が

可能なものは、オリジナル形式のまま提出することができる。 

４．電子化することが困難であるもの、又は格納した成果物において別紙に出力する必要があ

るものについては、担当職員と協議のうえ、紙ベースで提出することができる。 
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また、区画整理事業、開発行為、地籍調査事業、並びに小規模の測量又は単純業務等にお

いて、設計図書又は担当職員の指示がある場合は、紙ベースで作成することができる。 

ただし、その場合においても、作業要領 Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集 の各表に定め

る項目について作成することとする。 

５．測量成果に使用する記号については、作業要領 Ⅸ 成果の編集 表－１ 基準点・境界点 記

号一覧表 及び 表－２ 図中 記号一覧表 に定める記号を使用すること。 

Ⅸ－３ 成果物（書類）データファイルの作成

１．共通事項 

⑴ 成果物（書類）データのファイル形式は、ＰＤＦ形式とすることを標準とする。 

また、各成果の数値データのファイル形式については、作業要領 Ⅸ－６ 電子納品ファイ

ルの編集 に定める形式とするが、設計図書でその他の形式の定めがある場合は、この限

りでない。 

⑵ 成果物（書類）を出力する場合の用紙サイズは、登記資料図面等を除きＡ４版又はＡ３

版（横長）を標準とする。 

⑶ 図面を除く成果物のうち、本市のデータベースへ取込む資料（作業要領 Ⅸ 成果の編集 

表－３・４参照）は、モノクロ（２値）で作成することとするが、それ以外の資料につい

てはこの限りでない。 

⑷ 成果物を電子納品する場合は、電子納品入力ツールで本市データベースに対応した資料

コードを設定することとなるので、各書類のコード記入欄を省略することができる。 

ただし、紙ベースで納品する場合の区画整理事業、地籍調査事業、及び電子納品以外の

方法で納品する業務については、各書類の右肩に次のコード記入欄を設け、必要事項を記

入すること。 

⑸ 位置図（様式 12）は、地図情報レベル 5000 程度の現況図を使用し、測量範囲を黒網掛け、

当該地を黒太線又は黒塗潰しで明示すること。 

⑹ 過年度成果一覧表（様式 19）は、地図情報レベル 5000 程度の現況図を使用し、測量範囲

を黒網掛けで分類し、当該地を黒太線又は黒塗潰しで明示すること。 

⑺ 座標成果一覧表は、次の属性別に作成するものとし、各所定のフォルダに格納すること。 

なお、各記号の詳細については、作業要領 Ⅸ 成果の編集 表－１ を参照すること。 

① 既知点とする電子基準点・三角点・公共基準点・街区基準点等、及び水準点 

② １級基準点

③ ２級基準点

④ ３級基準点（例：Ｔ１～Ｔｎ）

⑤ ４級基準点（例：TA１～ｎ・TB１～ｎ・・・） 

⇒経路別にアルファベット(Ａ･Ｂ･Ｃ…)で区別。

⑥ 仮ＢＭ（例：ＫＢＭ１～ｎ）⇒永久標を設置した場合は、水平位置（cm 単位）も必要。

（例：2016-701-001 ～2016-701-nnn）⇒等級別に一連番号とする。

【コード記入欄の記入例】 

測量台帳コード（2020-701）の４級基準点経路図の場合 

道路台帳コード 測量台帳コード 資料コード 枚数 備  考 

2020-701 08 

※ 各資料コードは、作業要領 Ⅸ 成果の編集 表－３・４を参照すること。 
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⑦ 新設境界点（Ｎ・Ｌ・Ｒ） 

⑧ 既設道路基準（中心）点（Ｃ） 

⑨ 既設境界標（ＤＥ・Ｅ） 

⑩ 一筆地及び街路・河川等の事業で確定した境界点（Ｍ・ＬＭ・ＲＭ・ＬＫ・ＲＫ）

⑪ 道路基準（中心）線における計算上の交点・折点（Ｓ） 

⑫ 計算点・未確定の筆界点（Ｋ・ＫＮ・ＫＬ・ＫＲ等） 

※ 成果表へ記載する座標値は、観測値、計算値又は補正計算等を施した決定値を記載す

るものとし、逆打ち作業のためスライド等の座標補正を施した成果（座標値）は、別

紙計算書として整理すること。 

⑻ 事業予定地の取得に係る測量 

業務の目的が事業予定地の取得に係る場合は、転写連続図等のデータを利用して土地所有

者色別図を作成すること。 

２．基準点測量

⑴ 基準点経路図（様式 14～15 参照） 

① 基準点経路図は、基準点測量の等級別に作成するものとするが、上級の既知点につい 

ても図中に明示すること。また、基準点等の凡例を明示すること。 

② 地図情報レベル 2500 から 5000 程度の現況図を標準として使用し、既知点・新点・節 

点・補助点・偏心点及び基準点経路について、明確に黒太線で示すこと。 

③ ＧＮＳＳ観測による場合は、セッションごとの形状が確認できる表示とすること。 

ただし、電子基準点を使用する場合は、電子基準点の図中表示を省略することができる。 

⑵ 基準点網図（様式 16～17 参照） 

基準点網図は、基準点経路図と同様に作成し、図中に既知点及び新点の成果一覧表を

記入すること。また、基準点等の凡例を明示すること。 

ただし、背景の現況図及び基準点間の方向角・点間距離は不要とする。 

⑶ 各種計算書・観測手簿・観測記簿 

書類間での転記ミスや入力ミスを防止するため、測量プログラムから直接ＰＤＦ形式

に変換するとともに、オリジナル形式の数値データも合わせて提出すること。 

また、ＧＮＳＳ観測で行った場合は衛星情報に関する成果（様式 18）も提出すること。 

⑷ その他の書類 

点検測量簿、精度管理表及び精度管理図、又は品質評価表、成果表、承認を受けた平

均図、写真帳、点の記、その他資料を作成すること。 

３．水準測量

⑴ 水準路線図 

① 水準路線図は、水準測量の等級別に作成するものとするが、上級の既知点についても 

図中に明示すること。また、水準点等の凡例を明示すること。 

② 地図情報レベル 2500 から 5000 程度の現況図を標準として使用し、既知点・新点・水

準経路について、明確に黒太線で示すこと。

⑵ 各種計算書・観測手簿・観測記簿

書類間での転記ミスや入力ミスを防止するため、測量プログラムから直接ＰＤＦ形式に変

換するとともに、オリジナル形式の数値データも合わせて提出すること。 

⑶ その他の書類 
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点検測量簿、精度管理表及び精度管理図、又は品質評価表、成果表、承認を受けた平

均図、写真帳、点の記、その他資料を作成すること。 

⑷ 座標成果一覧表は、作業要領 Ⅸ－３－１ 共通事項⑹を参照して作成すること。 

４．地形測量

⑴ 地形測量を単独で行う場合 

作業規程 第 131 条、第 468 条に定める成果について作成すること。 

⑵ その他の測量の一部として行う場合 

① 基準点測量及び用地測量の成果の一部として、合わせて作成することができる。 

② 地形図（数値地形図）の作製方法については、担当職員の指示を得ること。 

５．路線測量

⑴ 縦断面図・横断面図は、各計画機関が定める様式で作成すること。 

⑵ 観測手簿・記簿、線形地形図、点検測量簿、精度管理表又は品質評価表、成果表、写真、

点の記、その他資料を作成すること。 

６．河川測量

⑴ 河川測量の成果は、作業規程 第 589 条に定める成果について作成すること。 

⑵ 観測手簿・記簿、点検測量簿、精度管理表又は品質評価表、成果表、写真、点の記、そ

の他資料を作成すること。 

７．用地測量

⑴ 用地測量の成果は、作業規程 第 617 条・第 618 条、及び 作業要領第Ⅷ章応用測量（用

地測量）の規定に従って作成すること。 

⑵ 基準線設定計算書（様式 21） 

① 基準線設定図（道路基準点網図） 

測量範囲を含む業務対象地域の基準となる線を図示するとともに、各基準線の方向

角・成果等の条件を記入すること。 

また、道路の中心線を基準線とする場合は、各道路基準点間の方向角・点間距離・

成果一覧表、及び路線番号・路線名、並びに既設道路基準点と計算点との位置関係に

ついても記入すること。 

なお、設定する基準線が道路中心線のみとなる場合は、資料名を「基準線設定図」

又は「道路基準点網図」とする。 

ただし、区画整理等、事業完了後に復元した道路中心点等を再観測して図化した「中

心点網図」は、用地測量成果に該当しないので、用地測量成果と分けて整理すること。 

② 精査過程計算書 

資料収集及び境界測量・面積計算の結果で判明した問題箇所・問題点・処理方針等を

記入するものとする。 

また、用地確定測量においては、問題点の解決方法等、最終決定に至るまでの経過を

記載すること。 

③  精査の結果判明した問題点が重大かつ広域である場合において、基準線の設定条件を供用又は公

開することが適当でない場合は、基準線設定図の取り扱いについて担当職員と協議すること。 



札幌市公共測量作業要領 第Ⅸ章 成果物の編集 

- 45 - 

⑶ スライド計算書 

① 境界測量等の結果をもとに、既知成果及び観測値、並びに座標差の平均値について、

計算書、座標成果対比表にまとめること。 

② 前記①の結果、担当職員との協議によりスライド変換等の座標補正が妥当と判断した

場合は、補正方法及び補正量(スライド量)並びに整合処理を行った根拠について記入

すること。 

⑷ 街区図（様式 22） 

① 設定した基準線と、街区の位置関係が確認できるよう作成し、街区の辺長について、

公図の距離をもとに、計算距離及び差について記入するものとする。 

② 街区を形成する境界点及び計算点の位置関係について図示すること。 

③ 街区単位で面積を計算する場合は、公簿の面積に対する計算面積及び差について記入

するものとする。なお、公簿面積と公図面積が異なる場合は、公図面積も参考として

記載すること。 

④ 街区が複数になる場合は、街区ごとに記号（Ⓐ・Ⓑ・Ⓒ …）で区別し、その他の成

果物と整合を図ること。 

⑤ 街区内の各筆界線は、不要である。 

⑥ 既設境界標の実測値及び位置誤差等については、担当職員と協議のうえ、適宜図示す

ること。 

⑸ 各筆図（様式 23） 

① 基準線をもとに展開した街区内での位置関係が確認できるよう作成し、各筆の辺長に

ついて、公図の距離をもとに、計算距離及び差について記入するものとする。 

② 街区内における境界点及び計算点の位置関係について図示すること。 

③ 各筆の面積を計算する場合は、公簿の面積に対する計算面積及び差について記入する

ものとする。なお、公簿面積と公図面積が異なる場合は、公図面積も参考として記載

すること。 

④ 各筆図は、街区毎に作成することを標準とし、公図上の不整合、又は現地での不整合

に関する現状、問題点、及び解決策について記入すること。 

⑤ 既設境界標の実測値及び位置誤差等については、担当職員と協議のうえ、適宜図示す

ること。 

⑹ 面積計算書（様式 24） 

① 各筆計算までの結果をもとに、業務対象地の所在及び地番、地目、所有者、公簿面積、

公図面積、地図訂正の有無、地積更正の有無、全境界点の座標値、面積計算式、面積等

について記入すること。 

② 事業等により業務対象地の一部を取得する必要がある場合は、残地となる土地につい

ても、同様に計算して記入するものとする。 

⑺ 境界点測設計算書（様式 26） 

新設境界点･計算点の座標値及び測設条件について、計算書にまとめるとともに、測設

点と基準点の位置関係を明示する測設図を作成すること。 

⑻ 境界確認書類（様式 29～38） 

境界確認書類は、下記の順で一冊のファイルに綴るものとする。 
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①境界確認一覧表（様式 28）は、地区・条丁目・地番の若い順に整理すること。また、担

当職員と協議し、必要に応じて一覧表を当該地（潰地）及び隣接地に分けて作成するこ

と。 

②確認書類（原本）は、①の境界確認一覧表と同じ順序で綴ること。 

③折衝記録簿（様式 42）は、境界確認書の最後に綴ること。 

④境界確認書類は、次の規定によりマイクロフィルム撮影するものとする。 

⑼ マイクロフィルムの撮影 

① マイクロフィルムの撮影は、文書情報管理士１級以上の資格を有する技術者が在職す 

る撮影業者が行うものとする。 

② マイクロフィルム撮影にあたり、確認書類の受け渡しは、受託者及び撮影業者の責任 

において行い、個人情報等漏洩のないよう慎重に取り扱うこと。 

③ マイクロフィルムは、前記⑻で取りまとめたファイルの綴り順に従って、次のとおり 

撮影するものとし、業務期間中において確認対象者が確認（承諾）に至らなかった場合 

は、折衝記録簿を撮影することとする。 

・ 確認(承諾)書類を綴じたファイルの表紙 

・ 関係権利者の情報を総括した境界確認一覧表 

・ 境界線及び境界標に関する確認（承諾）書類及び添付図 

・ 折衝記録簿等 

④ マイクロフィルムは、JIS 又は JIIMA で定める方法で撮影することを標準とし、作業 

要領 Ⅸ 成果の編集 図－３０から図－３１に定める撮影順序で作成することを標準と 

する。 

⑤ 撮影に使用するフィルムは、JIS K-7558 に定める安全性を有すること。 

⑥ マイクロフィルムの成果は、次のものをいう。 

・ リール式マイクロフィルム：マスタ 

・ ジャケット収納マイクロフィルム：複製 

・ マイクロフィルム試験結果表：紙ベース 

⑦ ケース及びジャケットの表示方法は、作業要領 Ⅸ 成果の編集 図－３０から図－３ 

１を参照すること。 

⑽ 登記資料等の作成 

① 登記資料図面等の作成については、以下のとおり定める。 

・不動産登記法及び関係法令の規定に従って作成すること。 

・縮尺 250 分の 1で作成することを原則とするが、所定の様式に収まらない場合は、 

この限りではない。 

・図面に記載する境界杭の種別は、永続性のあるもの（仮杭を含む）とし、ペンキ等 

のマーキングによるものは記載しない。 

・図面に記載する基準点の名称は、不動産登記関連法令に適合しており、与点とし使 

用したものを記載することとし、詳細については担当職員の指示に従うこと。 

・事業予定地の取得に係る測量において、登記資料図面等を作成する場合は、申請人 

欄を空欄とすること。 

② 登記資料図面等だけでは周辺の位置関係を特定できない場合は、別途、位置関係の分 

かる図面（土地所在図など）を作成すること。 
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③ 登記資料は以下のとおりに取りまとめてＡ３ファイルに綴ること。 

㋐ 測量業務に登記資料作成を含む場合（一括発注） 

・登記資料図面（様式 48） 

※１筆ごとにビニールホルダーに入れること。 

・登記資料図面一覧表（様式 46） 

・位置図（地図情報レベル 5000 程度の現況図を使用し、業務対象地を朱書きする 

こと） 

・境界確認一覧表（様式 28） 

・登記資料調書（様式 49） 

・隣接土地所有者土地立会及び境界確認証明書（様式 45） 

※地図訂正及び地積更正(全地潰地による地積更正含む)、又は表題登記を行う必 

要がある土地について作成すること。 

・登記申請する際に必要な添付図面 

㋑ 測量業務と別に画地調整業務を発注する場合（分離発注） 

・地積測量図 

※１筆ごとにビニールホルダーに入れること。 

・地積測量図一覧表 

・位置図（地図情報レベル 5000 程度の現況図を使用し、業務対象地を朱書きする 

こと） 

・境界確認一覧表（様式 28） 

・不動産調査報告書 

・隣接土地所有者土地立会及び境界確認証明書（様式 45） 

※地図訂正及び地積更正(全地潰地による地積更正含む)、又は表題登記を行う必 

要がある土地について作成すること。 

・画地調整図 
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Ⅸ－４ 成果物（図面）データファイルの作成

１. 図面とは、測量又は設計業務で得た情報の集合体であるので、図面のもとになる情報（デ

ータ）及び計算書、並びに電子データ類を成果とする。

２．図面は、ＳＸＦ（p21）形式 Ver.2.0 ﾚﾍﾞﾙ 2 以上で作成し、ＰＤＦ形式に変換したデータ

と合わせて納品すること。また、担当職員と協議し、必要に応じてＤＷＧ形式に変換したデー

タも合わせて納品すること。

３．図面のレイヤ構成及び線・文字等の属性等は、国土交通省が定めるＣＡＤ製図基準、及び

ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドラインに準拠するものとする。 

また、データを用紙に出力する場合及びＰＤＦで表示した状態が本市の指定色となるよう設 

定することとする。 

４． 図面データファイルは、作成したソフトウェア以外に、OCF 検定に合格している SXF 対 

応ソフトウェア等で必ず仕上りを確認すること。

５． 共通事項

⑴ 本市の業務で作成する各種図面は、国土交通省が定めるＣ 

ＡＤ製図基準及びＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライ 

ン、並びに作業規程 第 612 条～第 615 条に従って作成し、仕 

様書及び作業要領で定める情報について記載するものであ 

る。また、編集原図の作成方法については、作業規程 第 462 

条～第 464 条、及び 付録７公共測量標準図式 を準用するも 

のとし、地図情報について適切に取捨選択、総合描示、又は 

転位を施すこと。 

⑵ 図面の縮尺 

① 各図面の縮尺は、地図情報レベル 500 を標準とし、縮尺に応じたレベル（数字）を明記 

すること。 

② 位置図を記入する場合は、地図情報レベル 5000～10000 程度の現況図を使用すること。 

③ 位置図・拡大図・断面図等を記入する場合の縮尺については、従来通りの表示とする。 

（例）位 置 図 ⇒ Ｓ＝1／5,000  拡大図等 ⇒ Ｓ＝1／250

④ 各種管理図は、地図情報レベル 500 程度の基図を使用し、各様式の用紙サイズに合った   

縮尺で作成することとする。 

⑶ 図面の描画方向 

① 街路・道路・河川等の線状構造物又は長狭地・・・図面の左側を起点（下流）とする。 

② 上記①以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・図面の上側を概ね北方向とする。 

③ 上記によりがたい場合は、担当職員と協議すること。 

地図情報レベル 5000 以下

の地図等の調整について

基準を定め、規格の統一

を図ることを目的として

定められたもの。 

（公共測量作業規程 付録７）

☆国土交通省の電子納品及び CAD 製図に関する各種基準・ガイドラインはこちら 

http://www.cals-ed.go.jp/
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⑷ 図面の用紙サイズ 

① 線状構造物、長狭地については、幅 45cm×長さ 180cm までを標準とする。 

② 各種管理図等で用紙サイズが定められている場合は、各様式に合わせて作成すること。 

③ 上記以外の形状の用地については、幅 90cm×長さ 180cm までを標準とするが、地図情 

報レベル 500 で納まらない場合は、図の縮尺又は分割等について担当職員と協議すること。 

【地図情報レベルを大きくする】 

【図葉を分ける】 

【用紙サイズを大きくする（定型外）】 

⑸ 図面タイトルは、作業要領第Ⅸ章成果の編集 図－２１及び図－２３に従って記入するも 

のとするが、継続事業による後発業務や、関連する小規模業務では、当初の図面に修正を 

加えていくこととなるので、同、図－２２に定めるタイトルを余白に追記していくものと

する。札幌市他部局より管理測量課に依頼されている業務については、平図面、実測図等

の所管課は関係する依頼部局とし、境界精査図の所管課は管理測量課とする。 

なお、その他詳細な記載事項については、担当職員と協議すること。 

⑹ 図中に使用する地図記号等は、作業規程 付録７公共測量標準図式 数値地形図データ取

得分類基準表 を使用することを標準とするが、これ以外のものについては、作業要領第Ⅸ

章成果の編集 図－２５及び図－２６の凡例に従って作成するものとする。 

⑺ 作業規程 第 613 条第 2項 1で定める基準点には、札幌市公共基準点及び街区基準点類を

含むものとし、図中に描画すること。 

⑻ 用地平面図に描画する対象地物は、測量作業時に現存し、永続性のあるものとする。た

だし、建築中のもので、おおむね１年以内に完成する見込みのものは破線表示とすること

ができる。 

⑼ 家屋等については壁面位置で描画することとし、縮尺の関係上細部を省略して描画する

ことができる。 

⑽ 地下埋設物等の図示について 

① 地下埋設物等について、設計図書又は担当職員の指示により図（平面、縦・横断）中に 

記入する場合は、担当職員及び各管理者より取得した資料に基づいて記入するものとす 

る。 

② 現地で観測した埋設施設の地上部（点検孔・仕切弁等）と、資料との位置関係について 

整合を図り、必要に応じて「深さ・離れ」を記入すること。 

ただし、記入する数値についてはセンチメートルまでとする。 

地図情報レベル 500 地図情報レベル 1000

地図情報レベル 500 地図情報レベル500 地図情報レベル500

地図情報レベル 500
地図情報レベル500
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⑾ 境界点等が接近して判読が難しい場合は、余白に拡大して図示すること。 

⑿ 座標値を含む成果表、又は曲線表の右肩に、測地系の種別を明記すること。 

⒀ 管理等を目的とした測量で図面を作成する場合も、本規定を準用して作成すること。 

⒁ 縦・横断面図については、作業要領第Ⅵ章応用測量（路線測量） Ⅵ－３－５ 縦断測 

量・横断測量 を参照すること。 

⒂ 各図面及び管理図等の作成枚数は、測量の目的に応じて 作業要領第Ⅸ章成果の編集 の 

とおりとするが、詳細については設計図書並びに担当職員の指示に従うこと。 

６．用地実測図（図－５ 参照） 

⑴ 用地実測図は、作業規程 第 612 条～第 613 条、及び 作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測

量）Ⅷ－２－１８⑵ 用地実測図（求積図・敷地図）の作成 に従って作成するものとする。 

⑵ 前記⑴で作成した用地実測図に、本市の業務で必要な情報について記載すること。 

⑶ 用地実測図のレイアウト、図面タイトル、及び記載事項等の詳細については、作業要領

第Ⅸ 章成果の編集 図－５及び図－２１を参照すること。 

７．用地平面図（図－６ 参照） 

⑴ 用地平面図は、作業規程 第 614条～第 615 条、及び作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量）

Ⅷ－２－１８⑶用地平面図の作成 に従って作成するものとする。 

⑵ 前記⑴で作成した用地平面図に、本市の業務で必要な情報について記載すること。 

⑶ 用地平面図のレイアウト、図面タイトル、及び記載事項等の詳細については、作業要領

第Ⅸ章成果の編集 図－６及び図－２１・２５を参照すること。 

８．道路台帳図（図－７ 参照） 

⑴ 道路台帳図は、作業規程 第 614条～第 615 条、及び作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量）

Ⅷ－２－１８⑵  用地実測図等の作成 に従って作成した平面図・求積図をもとに、道路台

帳作成要綱に定められた様式で作成するものとする。 

⑵ 前記⑴で作成した道路台帳図（平面図・求積図）に、本市の業務で必要な情報について

記載すること。 

ただし、事業に関する測量で道路台帳図を作成する場合は、道路台帳図様式の求積図は

不要である。 

⑶ 道路台帳図のレイアウト、記載事項等の詳細については、作業要領第Ⅸ章成果の編集 図

－７及び図－２３・２６を参照すること。 

⑷ 道路台帳図の仕上りや記載事項について、担当職員及び建設局総務部道路認定課台帳係

の確認を得ること。 

９．河川台帳図（図－８～図－１１ 参照） 

⑴ 河川台帳図は、現況地物を含めた「河川管理台帳図」と、現況地物を除いた「用地敷地

図」の２種類について作成することとし、対象河川の管理区分に応じて「北海道様式」又

は｢札幌市様式」に様式を定める。 

⑵ 共通事項 

① 用紙サイズは縦８０㎝×横１１０㎝とし、図葉が分かれる場合は余白を利用して図割 

りを明示するとともに、図上に接合線を記入すること。また、既成図を修正する場合 

は、設計図書及び担当職員の指示により修正するものとする。 

② 河川境界点の番号については、担当職員と協議のうえ整理すること。 

③  河川境界点の座標値は、河川管理台帳図と敷地図の両方に記入すること。 

④  図中に記入するための情報（施工年度・施工課・施工延長等）は、関係部局（下水道河 
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川局事業推進部河川事業課または河川管理課）より取得すること。 

⑤  各台帳図は、作業要領第Ⅸ章成果の編集 図－８～図－１０を参照して作成することと 

し、仕上りや記載事項について、担当職員及び 下河)河川事業課または河川管理課の確認 

を得ること。 

⑥ 河川区域内に無地番の土地がある場合は、受託者が関係機関に所管伺を行い、結果につ

いて河川管理者と協議すること。 

⑦ 縦・横断面図を作成する場合は、設計図書及び担当職員の指示、並びに下河)河川事業

課または河川管理課との協議により作成するものとする。 

⑧ 河川台帳図（河川管理台帳図） 

㋐ 境界線の辺長明示については、北海道及び札幌市で取扱いが異なるので、作業要領第

Ⅸ 章成果の編集 図－８・図－１０に定める各様式を参照すること。 

㋑ 起点(BP)、終点(EP)、及び中心線に関る SP・BC・EC・IP 等の位置は河川の竣工図（設

計図）をもとに、各座標値及び曲線条件について記入すること。 

㋒ 落差工・排水工等の主要な河川構造物について、平面図下部余白に旗上げ表示し、名

称・ＳＰの値・落差・管径等の情報を記入すること。 

㋓ 橋梁については河川と道路の中心線の交点で旗上げ表示し、名称・ＳＰの値・延長・

幅員等の情報を記入すること。 

⑨ 河川台帳図（敷地図） 

境界線の辺長明示については、北海道及び札幌市で取扱いが異なるので、作業要領 Ⅸ 成

果の編集 図－９・図－１１に定める各様式を参照すること。 

⑶ 河川台帳図（北海道様式） の補足事項 

作業要領 Ⅸ 成果の編集 図－８・図－９（北海道：河川台帳図）を参照すること。 

⑷ 河川台帳図（札幌市様式） の補足事項 

作業要領 Ⅸ 成果の編集 図－１０・図－１１（札幌市：河川台帳図）を参照すること。 

⑸ 各河川台帳図のサンプル図が必要な場合は、担当職員に申し出ること。 

10．その他の管理図 

各種管理図は、作業規程 第 612 条～第 615 条、及び作業要領第Ⅷ章応用測量（用地測量） 

Ⅷ－２－１８⑵ 用地実測図（求積図・敷地図）の作成 、並びに作業要領Ⅷ－２－１８⑶  

用地平面図の作成 に従って作成した図面をもとに、各管理者が定める様式で作成するもの

とする。また、各種管理図のサンプル図が必要な場合は、担当職員に申し出ること。 

⑴ 学校等の管理図（図－１２・図－１３ 参照） 

① 平面図・求積図を各１枚作成すること。 

② 地図情報レベル 500 程度の基図を使用し、用紙サイズ（Ｂ４版）に合わせた縮尺とする。 

⑵ 公園・緑地等の管理図（図－１４ 参照） 

① 敷地図を２枚作成すること。 

② 地図情報レベル 500 程度の基図を使用し、用紙サイズ（Ｂ４版）に合わせた縮尺とする。

⑶ 住宅等の管理図（図－１５～図－１８ 参照） 

① 位置図・平面図・求積図・求積表を各１枚作成すること。 

② 用紙サイズはすべてＢ３版とする。 

③ 位置図の縮尺は 5000 分の 1を標準とする。 

④ その他の管理図は、地図情報レベル 500程度の基図を使用し、用紙サイズに合わせた縮 

尺とする。 
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⑷ 消防用地の管理図（図－１９ 参照） 

① 求積図を作成すること。 

② 地図情報レベル 500 程度の基図を使用し、用紙サイズ（Ｂ４版）に合わせた縮尺と 

する。 

11．境界精査図（図－２０ 参照） 

⑴ 境界精査図は、測量作業で得た情報及び収集した登記情報の集合体であるので、精査過

程の記録及び図面のもとになる情報（データ）等を含めて成果とする。 

また、所定の用紙（ﾃﾞﾙﾐﾅ ss-p 又は同等品以上）に出力した図面を合わせて提出するこ

と。

⑵ 境界精査図は、ＳＸＦ(p21)形式 Ver.2.0 ﾚﾍﾞﾙ２ 以上で作成すること。 

⑶ 境界精査図のレイヤ構成及び線・文字等の属性は、ＣＡＤ製図基準及びＣＡＤ製図基準

に関する運用ガイドラインに準拠するものとするが、詳細については担当職員と協議する

こと。 

また、データを用紙に出力する場合及びＳＸＦ対応ブラウザで表示した状態が本市の指

定色となるよう設定すること。 

⑷ 境界精査図は、図面を作成したソフトウェア以外に、ＳＸＦ対応ブラウザで仕上りを確認す

ること。 

特に「塗り潰し（ハッチング）」や、位置図等のデータを貼り付けた「ラスタ・データ」

の下に、線や文字情報が隠れていないかを確認すること。 

⑸ 境界精査図の編集

① 境界精査図は、用地測量において収集した資料、及び境界測量並びに面積計算の結果

に基づいて、境界線（点）・問題個所等業務上重要な情報を色分けし、作業要領第 Ⅸ

章 成果の編集 図－２０に定める様式に従ってまとめるものとする。 

② 図中に区名・町名・条丁目・地番、及び区界・条丁目界を記入し、街区（ブロック）

単位で「Ⓐ、Ⓑ、Ⓒ・・・」記号で分類するものとする。 

また、公有地には、管理者名を記入すること。 

③ 過年度の測量実施箇所（範囲）、地図整備・地籍調査事業、区画整理事業、及び開発

行為区域等には、固有の測量コード番号又は事業名・許可番号（年月日）等を記入し、

境界証明箇所には証明番号（年月日）を、また、更正地については登記年月日を記入

すること。 

また、それぞれの範囲を色分けして明示すること。 

④ 作図範囲内の境界点及び境界標（杭）、並びに道路基準点等には、境界測量の結果に

基づき、作業要領 Ⅸ 成果の編集 表－１ に定める記号を記入すること。 

ただし、調査から確定に至った測量の場合は、確定点についてのみ、確定を意味す

る記号と番号を付記すること。（同、表－２枠外【図中の記号と表示の変遷(参考)】

参照） 

⑤ 既認定道路には、路線番号、路線名及び道路幅員を記入すること。 

なお、改めて用地確定（認定）する路線で、幅員に変更が生じた場合は、旧幅員を（カ

ッコ）で記入すること。 

⑥ 道路基準点の点間距離（ＣＤ）、及び街区の総辺長は、既存成果等による公図距離と、

実測値及び計算値、並びにそれぞれ公図距離との差を所定の色で記入する。 

⑦ 公図等の距離には、数字の由来が識別できる頭文字を付けること。 



札幌市公共測量作業要領 第Ⅸ章 成果物の編集 

- 53 - 

（例） 土地連絡(査定)図 ⇒ 査 123.456  開拓実測図 ⇒ 開 123.456 

ただし、法務局で収集した一般的な公図や、区画整理の場合は省略できる。 

⑧ 用地測量における調査測量で判明した問題点、及び後続業務に備えた処理方針等につ

いて、また、確定測量おいては具体的な処理方法、及び解決に至った経過等について、

それぞれ担当職員と協議のうえ、「問題点処理一覧表」に記入すること。 

⑨ 境界精査図に記録すべき事項（測量範囲内すべて） 

・ 土地連絡図・開拓実測図等から取得した境界線。 

・ 公図等転写連続図作成において判明した各筆の不整合。 

・ 周辺の土地登記簿等調査で判明した更正登記に関する情報、及び未処理用地等。 

・ 境界測量で判明した既設境界標の位置誤差および実測辺長。 

・ 計算値による辺長、面積と公図辺長及び公簿面積との差。 

・ 用地境界仮杭設置において交点計算等で求めた境界点の位置。 

⑹ 境界精査図データファイルは、その他の測量成果と合わせて電子納品用のＣＤ－Ｒ（正・

副）内の所定のフォルダに格納し、出力図とともに納品するものとする。 

Ⅸ－５ 成果物の提出

１． 測量成果物は、業務の完了後速やかに担当職員に提出するものとし、第三者へ作成を依

頼したもの（マイクロフィルム撮影・データの形式変換作業等）についても同時に提出す

ること。 

２． 測量成果物は、境界確認書類及びマイクロフィルム並びに設計図書で定めるものを除き、

電磁的記録媒体で納品（電子納品）することが基本であるが、電磁的記録媒体に格納する

ことが困難であるもの、又は格納した成果物において別紙に出力する必要があるものにつ

いては、担当職員と協議のうえ、原則 PDF データで納品することを基本とするが、紙ベー

スでの納品もすることができる。 

３． 提出資料のうち次に定めるものは、各担当者が署名又は押印等を行ったものをスキャニ

ングし、検査日までに原本及びＰＤＦ形式の電子データを納品することとする。 

⑴ 担当職員の確認を要するもの 

① 測量業務協議簿・段階確認願 

② 業務月報報告書 

③ 基準点測量・水準測量の承認図 

⑵ 社内検査員等が確認するもの 

① 各測量の精度管理表（図） 

② その他点検を要する計算書及び出力図 

⑶ 第三者が確認して交付するもの 

① 測量機器検定証明書 

② 測量成果検定証明書 

４． 成果物（紙ベース）の綴込みファイルについて 

⑴ 各ファイルの表紙に、実施年度・測量台帳コード・業務名・ファイル名及び測量実施機 

関名を記入すること。 

⑵ 各ファイルは、インデックス等で見易く整理・分類すること。 

５． 図面（管理図等除く）は、作成したデータファイル（ＳＸＦ(p21)）とバックアップ用デ 
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ータ（ＰＤＦ）を合わせて格納するものとする。 

６． 各図面の白焼きは、作業要領第Ⅸ章成果の編集  に定める枚数を作成し、所定のサイズ 

(縦 25cm×横 15cm)に折りたたんで納品すること。 

７． 成果物類を納めるファイル・文書整理箱は、環境負荷の少ないリサイクル可能な製 

品を使用するよう努めること。 

⑴ ファイルの留金具は、できる限り分解・分別が可能であるものを使用すること。 

⑵ 古紙又はプラスチック類として再生が可能であるもの。 

⑶ 処分に費用がかかるものは使用しないこと。 

８． 文書整理箱には、作業要領第Ⅸ章 成果の編集 図－２７ に示すラベルを添付すること。

９． 成果物を綴るファイルには、同、図－２８に示すラベルを添付すること。 

10． 電子納品用ＣＤ－Ｒの表面に、同、図－２９ のラベルを直接印刷し、ＣＤケースには、 

同図のラベルを添付すること。 

11． マイクロフィルムは、マイクロフィルム試験結果表と共に、その他の測量成果物と合わ

せて担当職員へ提出することとし、専用の紙製ケース（同、図－３０参照）及び透明ビニ

ール袋に収納して納品すること。 

Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集

１．共通事項 

フォルダ名、ファイル名は次表の通り命名するものとするが、各フォルダ名及びファイル

名中の記号「*」、「nnn」、「XXX」については、格納成果の属性に応じて設定するものとし、

取り扱いについて次のとおり定める。 

⑴  *  ： A ～ Z（半角英大文字） 

経路や街区等の種別、又は本市独自の成果を分類する場合等においても使用できる。 

⑵ nnn ： 001 ～ 999（半角数字） 

同一種類の成果でファイルを分ける場合に連番とする。（一部半角英大文字も可） 

⑶  XXX ： PDF、XML、SXF 等（半角英大文字） 

担当職員との協議で定めたファイル形式を示す記号（半角英数文字）とする。 

２．電子納品ファイルの形式及び格納場所は、次表⑴から⑹のとおりとする。 

ただし、写真測量及び河川測量については、国土交通省 電子納品運用ガイドライン【測

量編】を参照すること。 

また、旧バージョン又は廃盤となった測量プログラムを使用し、ファイル名等の割り付け

が適合しない場合、データベース登録成果については、次表のフォルダ名及びファイル名に

変更するものとし、その他の成果については担当職員と協議すること。 
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 ⑴ 共通成果内訳     「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」 

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 
備  考 ファイル

形式 
格納フォ
ルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺｰﾄﾞ)

製品仕様書 注１ PDF /DOC SPECPnnn.PDF ― 個別に作成した場合

特記仕様書 注２ PDF /DOC SPECSnnn.PDF ― 特記仕様がある場合

測量業務協議簿 PDF /DOC MEETSnnn.PDF ― 仕様書 様式 13

業務月報報告書 PDF /DOC SUVRPnnn.PDF ― 仕様書 様式 15

段階確認願 PDF /DOC SUVRPnnn.PDF ― 仕様書 様式 21

位置図 PDF /DOC SUVRPnnn.PDF 00:位置図 作業要領 様式 12

測量委託業務実施報告書 PDF /DOC SUVRPnnn.PDF ― 仕様書 様式 22

測量業務計画書 ― 電子納品対象外 

道路使用許可証 ― 電子納品対象外 

マイクロ 
フィルム 

境界確認書 ― 電子納品対象外 

境界確認一覧表 ― 電子納品対象外 

折衝記録簿 ― 電子納品対象外 

注１ 製品仕様書は、仕様書に定める【付録】空間データ 製品仕様書 の適用を除外し、個別

の製品仕様書を作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格納する。 

注２ 特記仕様書は、設計図書において特別な定めがある場合、又は現場条件等の事情により

特記すべき事項が生じた場合に格納する。 
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 ⑵ 基準点成果内訳    「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 
備  考

ファイル形式 格納フォルダ名 
ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目 
(数字は資料ｺｰﾄﾞ) 

観測手簿 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D1nnn.PDF ― 

観測手簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D2nnn.XXX ― 

観測記簿 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D3nnn.PDF ― 

観測記簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D4nnn.XXX ― 

計算簿 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*E1nnn.PDF ― 

計算簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /KITEN/WORK/KTN_* KJ*E2nnn.XXX ― 

ＧＮＳＳ観測記録簿 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D7nnn.PDF ― 

平均図（承認図） PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*F2nnn.PDF ― 

成果表 PDF /KITEN/DATA/KTN_* KJ*A1nnn.PDF 26:成果表 T,TA･B･･･n
作業要領 

様式 27

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /KITEN/DATA/KTN_* KJ*A2nnn.XXX ―  

点の記 PDF /KITEN/DATA/KTN_* KJ*C1nnn.PDF 01:基準点の”点”の記 永久標に限る

点の記(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /KITEN/DATA/KTN_* KJ*C2nnn.XXX ― 〃 

建標承諾書 ― ― ― ― 電子納品対象外

測量標設置位置通知書 ― ― ― ― 電子納品対象外

基準点経路図（観測図） PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*F3nnn.PDF
01:1～3級基準点経路図
08:4級基準点経路図 

作業要領 
様式 14・15

基準点網図 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*F1nnn.PDF
01:1～3級基準点網図
08:4級基準点網図 

作業要領 
様式 16・17

品質評価表 注 PDF /KITEN/DATA/KTN_* KJ*A3nnn.PDF ― 

測量標の地上写真 PDF又はJPG /KITEN/WORK/KTN_* KJ*H1nnn.XXX ― 

基準点現況調査報告書 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*H2nnn.PDF ― 

点検測量簿（検測図） PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D5nnn.PDF ― 

精度管理表(精度管理図） PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*G1nnn.PDF ― 
作業要領 

様式 39

埋標手簿 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*D6nnn.PDF ― 

測量標新旧位置明細書 PDF /KITEN/WORK/KTN_* KJ*H3nnn.PDF ―  

メタデータ 注
XML 

(JMP2.0) /KITEN/DATA/KTN_* KJ*A4nnn.XML ― 

XML スキーマ 注
XML 
(XSD) /KITEN/DATA/KTN_* SCHMnnn.XML ― 

コードリスト 注
XML 

(JPGIS) /KITEN/DATA/KTN_* CODEnnn.XML ― 

そ
の
他
の
デ
ー
タ

測量機器検定証明書 PDF /KITEN/OTHRS KOTJ1nnn.PDF ― 

測量成果検定証明書等 PDF /KITEN/OTHRS KOTJ2nnn.PDF ―  

ファイル説明書 PDF /KITEN/OTHRS KOTJ3nnn.PDF ―  

GNSS観測スケジュール表 PDF /KITEN/OTHRS KOTJ4nnn.PDF ―  

衛星配置図 PDF /KITEN/OTHRS KOTJ5nnn.PDF ―  

注 製品仕様書を個別に作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格納する。
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 ⑶ 水準測量成果内訳   「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 
備  考 

ファイル形式 格納フォルダ名 
ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目

観測手簿 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*D1nnn.PDF ―  

観測手簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*D2nnn.XXX ―  

観測成果表 PDF /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A1nnn.PDF ―  

観測成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A2nnn.XXX ―  

平均成果表 PDF /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A3nnn.PDF ―  

平均成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A4nnn.XXX ―  

水準路線図 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*F1nnn.PDF ―  

計算簿 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*E1nnn.PDF ―  

平均図（承認図） PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*F2nnn.PDF ―  

点の記 PDF /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*C1nnn.PDF ― 

点の記(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*C2nnn.XXX ―  

建標承諾書 ― ― ― ― 電子納品対象外

測量標設置位置通知書 ― ― ― ― 電子納品対象外

測量標の地上写真 PDF 又は JPG /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*H1nnn.XXX ― 

基準点現況調査報告書 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*H2nnn.PDF ― 

品質評価表 注 PDF /SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A5nnn.PDF

点検測量簿 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*D3nnn.PDF ― 

精度管理表（精度管理図） PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*G1nnn.PDF ―  

測量標新旧位置明細書 PDF /SUIJUN/WORK/SJN_* SJ*H3nnn.PDF ―  

メタデータ 注 XML 
(JMP2.0) 

/SUIJUN/DATA/SJN_* SJ*A6nnn.XML ― 

XML スキーマ 注 XML 
(XSD) 

/SUIJUN/DATA/SJN_* SCHMnnn.XML ― 

コードリスト 注
XML 

(JPGIS) 
/SUIJUN/DATA/SJN_* CODEnnn.XML ― 

そ
の
他
の
デ
ー
タ

測量機器検定証明書 PDF /SUIJUN/OTHRS SOTJ1nnn.PDF ― 

測量成果検定証明書等 PDF /SUIJUN/OTHRS SOTJ2nnn.PDF ― 

ファイル説明書 PDF /SUIJUN/OTHRS SOTJ3nnn.PDF ― 

GNSS観測スケジュール表 PDF /SUIJUN/OTHRS SOTJ4nnn.PDF ― 

衛星配置図 PDF /SUIJUN/OTHRS SOTJ5nnn.PDF ― 

注 製品仕様書を個別に作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格納する。 
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 ⑷ 地形測量成果内訳    「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 
備  考

ファイル形式 格納フォルダ名 
ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目

現
地
測
量

基準点の設置 ― ― ― ― 
基準点測量

として格納

細部測量
測定位置確認資料 PDF /CHIKEI/WORK/TSGPS_* CG*H1nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /CHIKEI/WORK/TSGPS_* CG*G1nnn.PDF ―  

数値編集精度管理表 PDF /CHIKEI/WORK/TSGPS_* CG*G2nnn.PDF ―  

数値地形図 
データファイル 

の作成

数値地形図 
データファイル

SXF(p21) /CHIKEI/DATA CG*B1nnn.SXF ―  

数値地形図データ作成 
精度管理表

PDF /CHIKEI/WORK/TSGPS_* CG*G3nnn.PDF ―  

品質評価表注 PDF /CHIKEI/DATA CG*B2nnn.PDF ―  

成果等の
整 理

メタデータ 注
XML 

(JMP2.0)
/CHIKEI/DATA CG*B3nnn.XML ―  

XML スキーマ 注
XML 
(XSD)

/CHIKEI/DATA SCHMnnn.XML ―  

コードリスト 注
XML 

(JPGIS)
/CHIKEI/DATA CODEnnn.XML ― 

そ
の
他
の
デ
ー
タ

測量機器検定証明書 PDF /CHIKEI/OTHRS ZOTJ1nnn.PDF ― 

測量成果検定証明書等 PDF /CHIKEI/OTHRS ZOTJ2nnn.PDF ―  

ファイル説明書 PDF /CHIKEI/OTHRS ZOTJ3nnn.PDF ―  

ＧＮＳＳ基準局配置図 PDF /CHIKEI/OTHRS ZOTJ4nnn.PDF ―  

注 製品仕様書を個別に作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格納する。 

注 上記の表は現地測量を想定しているため、その他の項目については測量成果電子納品要領 国土

交通省 令和 3 年 3月改定版を準拠する。 
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 ⑸ 路線測量成果内訳1/3   「測量成果電子納品要領 令和3年3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 

備  考
ファイル形式 格納フォルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺｰﾄ゙ )

線
形
決
定

計算簿 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E1nnn.PDF ―  

線形図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

線形図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*B1nnn.SXF ―  

（道路）中心点網図 
PDF又は
SXF(p21)

/ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*B1nnn.XXX
14:調査測量 
15:確定測量

作業要領
様式 21

条
件
点
の
観
測

観測手簿 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*D1nnn.PDF ―  

計算簿 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E2nnn.PDF ―  

計算簿（数値データ） ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E3nnn.XXX ―  

成果表 PDF /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*A1nnn.PDF
28:成果表Ｃ(既設）
30:成果表Ｓ(確定）
32:成果表Ｓ(調査）

作業要領
様式 27

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*A2nnn.XXX ―  

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*G1nnn.PDF ―  

Ｉ
Ｐ
設
置
測
量

計算簿 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E4nnn.PDF ―  

計算簿（数値データ） ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E5nnn.XXX ―  

点の記 PDF /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*C1nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*G2nnn.PDF ―  

中
心
線
測
量

計算簿 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E6nnn.PDF ―  

計算簿（数値データ） ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*E7nnn.XXX ―  

線形地形図
ポリエステル 
フィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

線形地形図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*B2nnn.SXF ― 

引照点図 PDF /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*B5nnn.PDF ―  

点の記 PDF /ROSEN/DATA/RCYUSN_* RC*C2nnn.PDF ― 

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RCYUSN_* RC*G3nnn.PDF ― 

仮
Ｂ
Ｍ
設
置
測
量

観測手簿 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*D1nnn.PDF ― 
水
準
測
量
で
施
工
し
た
場
合
は
、
水
準
測
量
成
果
と
し
て
格
納

成果表 PDF /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A1nnn.PDF ― 

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A2nnn.XXX ― 

点の記 注 PDF /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*C1nnn.PDF ― 

品質評価表 PDF /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A3nnn.PDF ― 

水準路線図 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*F1nnn.PDF ― 

平均図 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*F2nnn.PDF ― 

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*G1nnn.PDF ― 

メタデータ 注
XML 

(JMP2.0)
/ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A4nnn.XML ― 

XML スキーマ 注
XML 
(XSD) 

/ROSEN/DATA/RZYUO_* SCHMnnn.XML ― 

コードリスト 注
XML 

(JPGIS)
/ROSEN/DATA/RZYUO_* CODEnnn.XML ― 
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路線測量成果内訳2/3   「測量成果電子納品要領 令和3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 

備  考
ファイル形式 格納フォルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺｰﾄ゙ )

縦
断
測
量

観測手簿 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*D2nnn.PDF ― 

観測手簿(数値デー

タ)
ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*D3nnn.XXX ― 

成果表 PDF /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A5nnn.PDF ― 

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A6nnn.XXX ― 

縦断面図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

縦断面図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*B1nnn.SXF ―  

品質評価表 注 PDF /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A7nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*G2nnn.PDF ―  

メタデータ 注
XML 

(JMP2.0)
/ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*A8nnn.XML ―  

XML スキーマ 注
XML 
(XSD) 

/ROSEN/DATA/RZYUO_* SCHMnnn.XML ― 

コードリスト 注
XML 

(JPGIS)
/ROSEN/DATA/RZYUO_* CODEnnn.XML ― 

横
断
測
量

観測手簿 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*D4nnn.PDF ― 

観測手簿(数値デー

タ)
ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*D5nnn.XXX ― 

横断面図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

横断面図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RZYUO_* RZ*B2nnn.SXF ― 

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RZYUO_* RZ*G3nnn.PDF ― 

詳
細
測
量

観測手簿 PDF /ROSEN/WORK/RSYOS_* RS*D1nnn.PDF ― 

観測手簿(数値デー

タ)
ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RSYOS_* RS*D2nnn.XXX ― 

成果表 PDF /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*A1nnn.PDF ― 

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*A2nnn.XXX ― 

縦断面図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

縦断面図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*B1nnn.SXF ―  

横断面図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

横断面図データファイル SXF(p21) /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*B2nnn.SXF ― 

詳細平面図 ポリエステルフィルム３００♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

詳細平面図 
データファイル

SXF(p21) /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*B3nnn.SXF ― 

品質評価表 注
PDF /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*A3nnn.PDF ― 点成果の場合

PDF /ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*B4nnn.PDF ― 面成果の場合

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RSYOS_* RS*G1nnn.PDF ― 

メタデータ 注

XML 
(JMP2.0)

/ROSEN/DATA/RSYOS_* RS*A4nnn.XML ― 点成果の場合

XML 
(JMP2.0)

/ROSEN/DATA/RSYOS_* RZ*B5nnn.XML ― 面成果の場合
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路線測量成果内訳3/3   「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 

備  考
ファイル形式 格納フォルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺ ﾄー )゙

XML スキーマ 注
XML 
(XSD) 

/ROSEN/DATA/RSYOS_* SCHMnnn.XML ― 

コードリスト 注
XML 

(JPGIS)
/ROSEN/DATA/RSYOS_* CODEnnn.XML ― 

用
地
幅
杭
設
置
測
量

計算簿 PDF /ROSEN/WORK/RHABA_* RH*E1nnn.PDF ― 

計算簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /ROSEN/WORK/RHABA_* RH*E2nnn.XXX ― 

杭打図データファイル SXF(p21) /ROSEN/WORK/RHABA_* RH*F1nnn.SXF ― 

品質評価表 注 PDF /ROSEN/DATA/RHABA_* RH*A1nnn.PDF ― 

精度管理表 PDF /ROSEN/WORK/RHABA_* RH*G1nnn.PDF ― 

メタデータ 注 XML 
(JMP2.0)

/ROSEN/DATA/RHABA_* RH*A2nnn.XML ― 

そ
の
他
の
デ
ー
タ

測量機器検定証明書 PDF /ROSEN/OTHRS ROTJ1nnn.PDF ― 

測量成果検定証明書等 PDF /ROSEN/OTHRS ROTJ2nnn.PDF ― 

ファイル説明書 PDF /ROSEN/OTHRS ROTJ3nnn.PDF ― 

点検測量簿 PDF /ROSEN/OTHRS ROTJ4nnn.PDF ― 

ＧＮＳＳ基準局配置図 PDF /ROSEN/OTHRS ROTJ5nnn.PDF ― 

注 製品仕様書を個別に作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格納する。 
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 ⑹ 用地測量成果内訳 1/3  「測量成果電子納品要領平 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 

備  考
ファイル形式 格納フォルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺｰﾄﾞ)

資
料
調
査

公図等転写図 ― ― ― ― 電子納品対象外

公図等転写連続図
PDF又は
SXF(p21)

/YOUCHI/WORK/YSIRYO_* YS*F1nnn.XXX ―  

土地登記事項要約書 PDF /YOUCHI/WORK/YSIRYO_* YS*H1nnn.PDF ―  

土地所有者名簿 PDF /YOUCHI/WORK/YSIRYO_* YS*H3nnn.PDF ―  

土地所有者色分図 ― ― ― ― 電子納品対象外

地積測量図転写図 PDF /YOUCHI/WORK/YSIRYO_* YS*F2nnn.PDF ―  

過年度成果一覧図 PDF /YOUCHI/WORK/YSIRYO_* YS*F3nnn.PDF
14:調査測量 
15:確定測量

作業要領 
様式 19

復
元
測
量

観測手簿 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOK_* YK*D1nnn.PDF ― 

復元箇所位置図 
データファイル

PDF /YOUCHI/DATA/YKYOK_* YK*B1nnn.PDF ― 

境
界
確
認

境界確認一覧表 ― ― ― ―
電子納品対象外
作業要領 様式 28

境界確認書 ― ― ― ―
電子納品対象外
作業要領

様式 29～38

折衝記録簿 ― ― ― ―
電子納品対象外
作業要領 様式 42

公共用地境界確定協議
の申請書・確定図

― ― ― ― 電子納品対象外

境
界
測
量

観測手簿 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*D1nnn.PDF ―  

観測手簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*D2nnn.XXX ―  

測
量
計
算
簿
等

境界点成果対比表 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E1nnn.PDF ― 
作業要領 

様式 20

基準線設定計算書 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E1nnn.PDF ― 

基準線設定図 注１ PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E1nnn.PDF
14:調査測量 
15:確定測量

作業要領 
様式 21

測量計算簿等(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E2nnn.XXX ― 

成果表 PDF /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A1nnn.PDF
28:成果表 DE,E
※Ｃは路線フォルダ

作業要領 
様式 27

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A2nnn.XXX ― 

補
助
基
準
点
の
設
置

観測手簿 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*D3nnn.PDF ― 

観測手簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*D4nnn.XXX ― 

計算簿 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E3nnn.PDF ― 

計算簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E4nnn.XXX ― 

成果表 PDF /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A3nnn.PDF ― 
作業要領 

様式 27

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A4nnn.XXX ― 

基準点網図 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*F1nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*G1nnn.PDF ―  

※ 用地測量 注意事項 参照 
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用地測量成果内訳2/3    「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 

備  考
ファイル形式 格納フォルダ名 

ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目 
(数字は資料ｺｰﾄﾞ)

用
地
境
界
仮
杭
設
置

測量 
計算簿等

測設計算書 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E5nnn.PDF ―  

測設図 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E5nnn.PDF ― 
作業要領 
 様式 26 

計算簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E6nnn.XXX ―  

成果表 PDF /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A5nnn.PDF 31:成果表 K 
作業要領 
 様式 27 

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A6nnn.XXX ― 

設置箇所位置図データファイル
PDF又は
SXF(p21)

/YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*B1nnn.XXX ― 

用
地
境
界
杭
設
置

計算簿 PDF /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E7nnn.PDF ― 

計算簿(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/WORK/YKYOS_* YY*E8nnn.XXX ― 

成果表 PDF /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A7nnn.PDF
27:成果表  N,L,R 
29:成果表 

M,LM,RM,LK,RK

作業要領 
様式 27

成果表(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*A8nnn.XXX ― 

設置箇所位置図 
データファイル

PDF又は
SXF(p21)

/YOUCHI/DATA/YKYOS_* YY*B2nnn.XXX ― 
作業要領 
 様式 26 

境
界
点
間
測
量

観測手簿 PDF /YOUCHI/WORK/YTENKN_* YT*D1nnn.PDF ― 

精度管理図 PDF /YOUCHI/WORK/YTENKN_* YT*G1nnn.PDF ― 

精度管理表 PDF /YOUCHI/WORK/YTENKN_* YT*G2nnn.PDF ― 
作業要領 
 様式 40 

面
積
計
算

面積計算書 PDF /YOUCHI/DATA/YMENSK_* YM*A1nnn.PDF ― 
作業要領 
 様式 24 

測量計算簿等 
街区図 PDF /YOUCHI/DATA/YMENSK_* YM*A1nnn.PDF

14:街区図(調査)
15:街区図(確定)

作業要領 
 様式 22 

各筆図 PDF /YOUCHI/DATA/YMENSK_* YM*A1nnn.PDF 18:各筆図 
作業要領 
 様式 23 

面積計算書(数値データ) ｵﾘｼﾞﾅﾙ /YOUCHI/DATA/YMENSK_* YM*A2nnn.XXX ― 

用
地
実
測
図
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
の
作
成

用地実測図 
（求積図･敷地図･台帳図）

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 
ﾌｨﾙﾑ 300♯

― ― ― ― 電子納品対象外

注５

用地実測図データファイル

SXF(p21) /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B1nnn.SXF ― 
バックアップ用
Ⅸ-7-6⑷参照

PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B1nnn.PDF
48:用地実測原図(公開)

49:用地実測原図(非公開)

SXF(p21)がない場合の
スキャンデータ

PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B1nnn.PDF ― 

JPGISに準拠する場合 XML /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B1nnn.XML ―  

品質評価表 注２ PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B2nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /YOUCHI/WORK/YZISKZ_* YZ*G1nnn.PDF ―  

メタデータ 注２ XML 
(JMP2.0)

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B3nnn.XML ―  

XML スキーマ 注２ XML 
(XSD) 

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* SCHMnnn.XML ―  

コードリスト 注２ XML 
(JPGIS)

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* CODEnnn.XML ―  

※用地測量 注意事項 参照 
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用地測量成果内訳3/3    「測量成果電子納品要領 令和 3年 3月改定 国土交通省 準拠」

測量細分類及び 
成果等の名称 

電 子 納 品 
備  考

ファイル形式 格納フォルダ名 
ファイル 
命名規則 

測量ＤＢ項目
(数字は資料ｺｰﾄﾞ)

用
地
平
面
図
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
の
作
成

用地平面図 
(平面図･台帳図)

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 
ﾌｨﾙﾑ 300♯

― ― ― ― 電子納品対象外

用地平面図データファイル

SXF(p21) /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B4nnn.SXF ― バックアップ用
Ⅸ-7-6⑷参照

PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B4nnn.PDF

47:平面図（公

開） 

51：平面図 

（非公開）

SXF(p21)がない場合の
スキャンデータ

PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B4nnn.PDF ― 

JPGISに準拠する場合 XML /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B4nnn.XML ―  

品質評価表 注２ PDF /YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B5nnn.PDF ―  

精度管理表 PDF /YOUCHI/WORK/YZISKZ_* YZ*G2nnn.PDF ―  

メタデータ 注２ XML 
(JMP2.0)

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* YZ*B6nnn.XML ―  

XML スキーマ 注２ XML 
(XSD) 

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* SCHMnnn.XML ―  

コードリスト 注２ XML 
(JPGIS)

/YOUCHI/DATA/YZISKZ_* CODEnnn.XML ―  

そ
の
他
の
デ
ー
タ

各
種
管
理
図

平面図 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ300♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

平面図データファイル 協議による /YOUCHI/OTHRS YOTJ9nnn.XXX ―  

求積図
(敷地図)

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ300♯ ― ― ― ― 電子納品対象外

求積図データファイル 協議による /YOUCHI/OTHRS YOTJ9nnn.XXX ―  

境界精査図
デルミナss-p
又は同等以上

― ― ― ― 電子納品対象外

境界精査図データファイル 注３ SXF(p21) /YOUCHI/OTHRS YOTJSnnn.SXF ―  

境界精査図等データファイル 注３ PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJSnnn.PDF ―  

参考資料図データファイル 注３ PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJSnnn.PDF ―  

登
記
資
料
作
成

登記資料図面等 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ10nnn.PDF ―

登記資料調書等 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ10nnn.PDF ―

隣接土地所有者土地立
会及び境界確認証明書 

PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ10nnn.PDF ―

その他の資料 資料図等 ― ― ― ―

測量機器検定証明書 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ1nnn.PDF ―  

測量成果検定証明書等 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ2nnn.PDF ―  

ファイル説明書 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ3nnn.PDF ―  

点検測量簿 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ4nnn.PDF ―  

ＧＮＳＳ基準局配置図 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ5nnn.PDF ―  
既知点検測の 
観測手簿・計算書・検測図

PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ6nnn.PDF ―  

各種写真 
PDF又は
JPG 

/YOUCHI/OTHRS YOTJ7nnn.XXX ― 
作業要領 
 様式 41

現況調査図 PDF /YOUCHI/OTHRS YOTJ8nnn.PDF ― 
作業要領 
 様式 44

※ 用地測量 注意事項 参照 
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用地測量 注意事項 

注１ 用地測量で作成した基準線設定図のうち、道路の中心線のみを基準線とした場合は、

名称を「道路基準点網図」とすることができる。 

ただし、単純に既設の道路基準点を観測したもの、又は区画整理等において事業完了

後に復元した道路中心点等を再観測して図化した「中心点網図」は、用地測量成果に該

当しないので、路線測量のフォルダに格納すること。 

注２ 製品仕様書を個別に作成した場合、又は JPGIS に準拠して成果物を作成した場合に格

納する。 

注３ 次の図面データファイルのファイル名は、「YOTJ S nnn.SXF」とする。 

⑴ 境界精査図データファイル 

⑵ 画地調整図データファイル 

⑶ 参考資料図データファイル 

注４ ひとつの項目に異なる資料コードの成果物がある場合は、資料コード別にファイルを

分けて格納すること。 

【例】「成果表」を分けて格納する場合のファイル名 

資料コード[27] 「成果表 N,L,R」⇒「YYAA7001」

資料コード[29] 「成果表 M,LM,RM,LK,RK」⇒「YYAA7002」 

注５ 確定測量ベースで作成した図面の名称が「敷地図」又は敷地図の文字を含む場合は、

資料コード[48]とする。 

【参考】 

成果の納品から 札幌市測量情報データベースシステム へ登録するまでのながれ 

⑴  建)管理測量課が委託する測量業務 

 《納入成果物》 

① 電子納品(CD)

② マイクロ納品(承諾書類) 

③ 紙納品 (承諾書類) 

⑵  区画整理事業・開発行為・単価契約 

・その他の測量業務等についても、測量情報データベース電子納品ＣＤにて納品可能。 

半角英大文字の｢Ｓ｣

資料管理係へ 

電子納品ＣＤ入力 

適宜、測量情報データベ
ース・システムへ登録
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 国交省の電子納品要領以外

の測量成果資料についても、システ

ムに入力を要するものは資料コー

ドを付番します 

作業要領 表－３・４を参照。 

☆操作マニュアルはこちら 

http://www.city.sapporo.j

p/doboku/sokuryo/densi/d_

01.html 

Ⅸ－７ 測量情報データベース電子納品に関する事項

１．作業要領 Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集 に従って、電磁的記録媒体に格納する成果物の

うち、データベースに登録するものは、次の手順により作成すること。 

⑴ 各測量における電子データは、所定のフォルダに格納するものであるが、このうち基準

点測量(基準点測量)及び応用測量(用地測量)については、データベース に登録する成果物

が含まれているため、作業要領 Ⅸ－６ 電子納品ファイルの編集（測量成果電子納品要領 国

土交通省 準拠）に定めるフォルダ名、及びファイル名で整理すること。 

⑵ データベースに登録する成果物には、｢測量情報データベース･システム｣入力ツール（以

下、入力ツールという。）に従って、本市が定める次の属性及び情報を付加すること。 

① 測量台帳コード（作業要領 Ⅰ－２－４） 

② 業務区分 

③ 業務名 

④ 業者名（受託者名） 

⑤ 図郭番号 

⑥ 箇所図 

⑦ 登録ファイルの選択及び資料コード（作業要領 Ⅸ 成果の編集 表－３・４） 

なお、情報付加に使用する電子納品作成補助ツールは、担当職員より提供を受けて下さい。 

ツールを本市の測量業務以外の用途に使用する事は禁止します。 

⑶ 前記⑵の属性等を付加した成果物（電子データ）は、担当職員より貸与を受けた検査ツ

ール及び確認ツールを用いて確認すること。 

２．インストールした各ツールは、業務完了後速やかにアンインストールすること。 

３．各ツールの操作方法については、「札幌市測量情報データベース・システム 電子納品作成

補助ツール操作マニュアル」（以下、操作マニュアルという。）を参照すること。 

平成 28 年 4 月 

  札幌市 
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４．測量成果の格納方法 

⑴ 電子納品に使用する電磁的記録媒体は、ＣＤ－Ｒの使用を標準とし、書込みソフト等を

利用してデータを追記出来ない方式で書込むこと。 

⑵ 各測量の成果を格納したフォルダは、次図のとおり構成することとし、任意のフォルダ

へまとめてはならない。 

５．データベース対象成果作成上の注意事項（図面を除く） 

⑴ ＰＤＦファイルのページサイズはＡ３版（横長）とする。 

ただし、作業規程で定めがあるものについては、この限りでない。 

⑵ ＰＤＦファイルへの変換は、用紙に出力したものをスキャニングすることなく、オリジ

ナルデータから直接変換すること。 

⑶ 同じ資料コードの成果は、前記⑴のサイズ以下に分割しないこと。 

正しい例 悪い例 

Ｎ点 Ｎ点

Ｎ点の成果がＡ３サイズに
２列で編集されている。 

Ｎ点 ⇒ 

⇐ Ｎ点 

Ｎ点の成果がＡ４サイズ 
２ページに分割されている。 

REPORT 

DRAWING 

PHOTO 

SURVEY 

BORING 

DISK１ REPORT 

DRAWING 

PHOTO 

SURVEY 

BORING 

正しい例 悪い例 

プログラムが
SURVEY フォルダ
を認識できない
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⑷ 色の設定 

①ＰＤＦ形式（図面も含む）の場合 

作成する測量成果資料の色設定は、モノクロ（２値）を標準とする。 

カラー又はグレースケールで作成された資料をシステムに取り込んだ場合、擦れて判読困 

難となるため、モノクロ以外で資料作成を要する場合は担当職員と協議すること。 

 【カラー部分が判読困難な例】       【改善例】 

②ＳＸＦ(p21)形式で作成する図面の場合 

「ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（国土交通省）」に準じた設定とする。 

⑸ データベース用各ファイルは、データベースに登録する必要のある資料のみとし、表紙

や中表紙等、資料として不要なページを除くこと。 

６．図面（電子データ）作成上の注意事項 

⑴ ＳＸＦ(p21)形式で作成した図面データファイルを、データベースへ登録するためのサイ

ズ設定は、図面用紙サイズの縦方向（用紙の短辺）が 900mm を超えないよう調整すること

を基本とするが、横方向（用紙の長辺）については制限しない。 

また、ＰＤＦ形式に変換したデータも合わせて格納することとし、担当職員との協議うえ、

必要に応じて DWG（DXF）ファイル等を作成、格納すること。 

【図面サイズの設定方法】 

⑵ マイラー原図のトレース修正等により、ＳＸＦ(p21)形式の図面データファイルを作成

しない場合は、修正図をスキャニングし、ＰＤＦ形式のファイルで納品することができる。 

900mm まで 

1800mm までを標準とする。 

印刷可能領域

123.500 
123.456（-0.044）
123.460（-0.040）

境界線 

公 123.500 
実 123.456（-0.044） 
計 123.460（-0.040） 計：計算値 

実：実測値 

公：公図等の値

？
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⑶ 図面をＳＸＦ(p21)形式で作成する場合の注意点 

【領域外の使用について】 

 測量業務に関係のある最低限の内容とし、不要なものは削除すること。 

【図面の輪郭と余白の設定】 

⑷ オリジナルデータの保護 

  データベースに登録する際はＰＤＦ形式に変換した図面データを優先する。 

ＳＸＦ(p21)形式で作成した図面データファイルについてトラブルに備えるため、ＰＤＦ形 

式に変換した図面データと共に納品するものとする。 

ただし、その場合は、マイラー原図をスキャニングすることなく、オリジナルデータか

ら直接変換すること。 

領域外に余白がない 

ａ

ｂ

作図領域 

作図範囲外で観測した境界点等のデータ 成果リスト等

※ 余白ａ・ｂは、20～30 ㎜とすること。 

正しい例 

印刷可能領域はここまで 

図面用紙サイズの設定 

悪い例 
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⑸ レイヤの表示設定 

ＳＸＦ(p21)形式で作成した図面データファイルを、データベースへ登録する場合、非表

示に設定されているレイヤも含めて、すべてのレイヤが画面表示されることから、ＳＸＦ

形式対応の閲覧ソフトで、図面の仕上り、設定、及び不要なレイヤがないことを確認する

こと。 

悪い例 

ブラウザの表示例（初期設定状態） 

全レイヤを選択して表示した状態 データベースに登録すると

良い例 

求積図に現況が 
重なった 

求積図に現況が 
重なった 

レイヤ表示機能で、表示・非表
示の設定を確認 

ブラウザで全てのレイヤ
を表示した状態 

データベースでは、
レイヤの表示・非表
示に関らず全て表示
される。 

図面を作成したプログラム以

外に、ＳＸＦ形式対応の閲覧

ソフトで仕上りを確認し、非

表示となっている不用なレイ

ヤを除くこと。

求積図

求積図にならない


